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Ⅰ 介護保険にかかる

苦情・相談の受付状況

※ 掲載されている図・表の数値は、少数点第２位を調整しているため、「合計」が一致しない

場合があります。
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１ 概況

（１）苦情・相談の受付と対応（3 ページの流れ図参照）

杉並区では、介護保険に関する利用者からの苦情・相談を、介護保険課および区

内に 20 箇所ある地域包括支援センターで受け付けています。また、民生委員でもある

「介護保険相談員」や区内 10７箇所にある「まちかど介護相談薬局」でも苦情・相談を

受け、利用者が身近なところで気軽に相談できるように幅広く窓口を設けています。

各窓口で受けた苦情・相談は、介護保険課相談調整担当で集約し、必要に応じて

事業者から報告を求めるとともに指導や助言を行うなどにより苦情の解決とサービス改

善につながるよう努めています。

また、他区市町村にまたがる広域的な苦情に対しては、東京都国民健康保険団体

連合会と連携して解決に臨んでいます。

介護保険課に集積された苦情・相談は、再発防止策などについて審議・答申を行な

う介護保険運営協議会に報告しています。また、事業者集団指導などで事業者に事

例を紹介し、苦情発生の未然防止に努めています。

（２）苦情・相談の状況

苦情･相談の件数は、平成 2３年度は 270 件と前年度に比べ 16 件の増加となりまし

た。申立人別では、本人や家族からの申立てがあわせて206 件(前年度182 件)と増加

しています。

また、内容別に分類しますと、提供された介護サービスに関する苦情・相談が全体

の半分強（1５６件）を占めています。

苦情・相談の内容に応じて、相談者へ説明、助言する、相談者と事業者間を調整す

るなどにより対応しますが、制度発足当初に比べ今日では、保険制度についての利用

者やその家族の方の理解が進み、サービスに対する意識が高まっています。そのため、

苦情・相談の内容も多様となり、事業者への調査や調整等対応が複雑化･長期化する

事例が増えています。

（３）事故報告について

杉並区では、平成 16 年度から「介護保険事業者における事故発生時の報告取扱

要領（以下要領）」を制定し、要領に基づいた報告を義務づけました。

事故報告は、平成 23 年度は、491 件あり、事故の内容としては、転倒等による骨折

や怪我が多く報告されています。また、薬の服用に関する事故も増加しています。

各事業者には、事故の発生を防止するとともに、事故が発生した場合における損害

の拡大を防止するため、迅速かつ適切に対応することが求められています。

杉並区は、これからも事故に対する速やかな解決と再発防止に向けて、事業者集団

指導等で事故事例を紹介するとともに、事故報告書の提出を徹底し、事故防止のため

に指導していきます。



　

相談者

杉並区における介護保険にかかる苦情・相談の流れ

〈第三者機関〉

困った……

納得いかない…わからない……
不安だ……

ケアマネジャー

介護サービス事業者

連絡・調整

苦情・相談

＜身近な相談機関＞

介護保険相談員

まちかど介護相談薬局

＜事業者の相談窓口＞

連絡

連絡

杉並区保健福祉サービス

苦情調整委員

調査・回答 改善勧告

申立て

苦情・相談
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（法76条の２、77条）

ケアマネジャー

連絡・調整

介護保険課 《相談調整担当》
○苦情相談の取りまとめ

○サービス事業者との調整

○他機関との連携・調整

介護保険課

ケア２４(地域包括支援センター）

＜区相談機関＞

国保連合会

＜その他の相談機関＞

東 京 都

指導・助言（運営基準）

連絡・連携
情報提供

連絡

連絡

報告

連絡

調査・回答

（法23条･76条）

調整

＜区の諮問機関＞

杉並区介護保険

運営協議会

報告

意見
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２　申立人

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

本人 6 4 10 8 5 7 7 5 3 5 5 5 70

家族 8 8 16 10 9 11 14 10 13 17 11 9 136

ケアマネジャー 1 1 1 2 0 0 0 0 1 1 1 1 9

事業者・施設 2 2 3 2 2 1 2 2 6 2 2 3 29

介護保険相談員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

近隣居住者 0 0 0 1 1 0 2 1 2 0 1 1 9

その他 3 1 3 1 0 2 1 1 1 1 2 1 17

合　計 20 16 33 24 17 21 26 19 26 26 22 20 270

※　「事業者・施設」は、居宅介護サービス事業者及び介護保険施設の経営者または従事者

　 　「近隣居住者」は、利用者・施設の近隣居住者

　 　「その他」は、匿名での相談で、利用者との関係が不明なもの等

本人近隣居住者
その他

申立人
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本人

26%

家族

51%

ケアマネジャー

3%

事業者・施設

11%

近隣居住者

3%
その他

6%
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３　申立方法

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

電話 18 12 28 21 12 16 20 12 18 20 14 12 203

来所 2 4 5 3 4 5 5 7 8 6 7 5 61

その他 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 3 6

合　計 20 16 33 24 17 21 26 19 26 26 22 20 270

※　「その他」は、認定の訪問調査時に相談・苦情を聴取したり、郵送やＦＡＸで送付された件数

その他

2%

申立方法

5

電話

75%

来所

23%
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４　受付機関

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月 合計

介護保険課相談調整担当 20 15 32 23 16 18 25 17 24 26 19 19 254

介護保険課その他の係 0 1 0 1 0 0 0 2 2 0 1 0 7

高齢者施策課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福祉事務所 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区政相談課 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 2 0 4

ケア２４ 0 0 1 0 0 2 1 0 0 0 0 1 5

20 16 33 24 17 21 26 19 26 26 22 20 270

※　ケア２４は、地域包括支援センターの名称

合　計

介護保険課

高齢者施策課

0%

福祉事務所

0% 区政相談課

1%
ケア２４

2%

受付機関
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介護保険課

相談調整担当

94%

介護保険課

その他の係

3%

2%
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５　同居家族の有無

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

有 10 9 11 8 6 6 10 9 6 15 10 4 104

無 4 4 13 6 5 11 8 4 9 8 10 11 93

不明 6 3 9 10 6 4 8 6 11 3 2 5 73

合計 20 16 33 24 17 21 26 19 26 26 22 20 270

有

39%

不明

27%

同居家族の有無

7

39%

無

34%
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６　苦情・相談分類別受付件数

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

１　要介護認定 0 0 1 1 0 0 1 2 0 2 0 0 7

２　保険料 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1

３　ケアプラン 1 3 2 1 1 2 1 2 2 1 0 4 20

４　サービス供給量 0 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 3

５　介護報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1

６　その他制度上の問題 1 2 4 3 1 0 2 0 1 1 2 0 17

７　行政の対応 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2

８　サービス提供、保険給付 10 6 20 12 12 10 15 13 17 13 18 10 156

1 居宅介護支援 5 1 2 6 5 4 7 6 2 2 5 3 48
2 訪問介護 2 1 1 3 3 1 2 1 14
3 訪問入浴介護 1 1
4 訪問看護 1 1 1 1 4
5 訪問ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 1 1
6 居宅療養管理指導 1 1
7 通所介護 4 2 3 2 2 2 2 17
8 通所ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 2 2
9 短期入所生活介護 1 1 1 2 1 1 1 8
10 短期入所療養介護 1 1
11 特定施設生活介護 1 1 1 3 2 1 9
12 福祉用具貸与 1 1
13 特定福祉用具販売 0
14 住宅改修 0
15 介護老人福祉施設 4 1 1 2 3 1 1 1 1 15
16 介護老人保健施設 1 1 1 3
17 介護療養型医療施設 0
18 夜間対応型訪問介護 0
19 認知症対応型通所介護 0
20 小規模多機能型居宅介護 1 1
21 認知症対応型共同生活介護 1 1
22 地域密着型特定施設入居者生活介護 0
23 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0
24 介護予防支援 2 1 3 1 1 1 3 6 18
25 介護予防訪問介護 1 1 2 3 1 8
26 介護予防訪問入浴介護 0
27 介護予防訪問看護 0
28 介護予防訪問リハビリテーション 0
29 介護予防居宅療養管理指導 0
30 介護予防通所介護 1 1 2
31 介護予防通所リハビリテーション 0
32 介護予防短期入所生活介護 1 1
33 介護予防短期入所療養介護 0
34 介護予防特定施設入居者生活介護 0
35 介護予防福祉用具貸与 0
36 特定介護予防福祉用具販売 0
37 介護予防住宅改修費 0
38 介護予防認知症対応型通所介護 0
39 介護予防小規模多機能型居宅介護 0
40 介護予防認知症対応型共同生活介護 0

９　その他 8 3 6 7 3 8 6 1 5 9 2 5 63

20 16 33 24 17 21 26 19 26 26 22 20 270

※ 分類別･サービスの種類別の％は『８ 苦情・相談分類別対応状況』を参照。

合　　　計

月別

●
サ
ー
ビ
ス
の
種
類

（
８
の
内
訳

）

計

8



７　介護サービスごとの苦情・相談内容別受付件数

サ
ー

ビ
ス
の
質

　
従
事
者
の
態
度

　
管
理
者
等
の
対
応

　
説
明
・
情
報
の
不
足

　
具
体
的
な
被
害
・
損
害

　
利
用
者
負
担

　
契
約
・
手
続
関
係

　
そ
の
他

計
構
成
比

1 居宅介護支援 10 14 10 7 1 1 1 4 48 30.8%

2 訪問介護 3 1 1 1 3 1 4 14 9.0%

3 訪問入浴介護 1 1 0.6%

4 訪問看護 2 1 1 4 2.6%

5 訪問ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 1 1 0.6%

6 居宅療養管理指導 1 1 0.6%

7 通所介護 7 2 3 2 1 1 1 17 10.9%

8 通所ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 1 1 2 1.3%

9 短期入所生活介護 3 1 1 1 2 8 5.1%

10 短期入所療養介護 1 1 0.6%

11 特定施設生活介護 3 1 1 1 1 1 1 9 5.8%

12 福祉用具貸与 1 1 0.6%

13 特定福祉用具販売 0 0.0%

14 住宅改修 0 0.0%

15 介護老人福祉施設 5 1 2 1 3 1 2 15 9.6%

16 介護老人保健施設 2 1 3 1.9%

17 介護療養型医療施設 0 0.0%

18 夜間対応型訪問介護 0 0.0%

19 認知症対応型通所介護 0 0.0%

20 小規模多機能型居宅介護 1 1 0.6%

21 認知症対応型共同生活介護 1 1 0.6%

22 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0.0%

23 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0.0%

24 介護予防支援 5 6 5 2 18 11.5%

25 介護予防訪問介護 2 2 3 1 8 5.1%

26 介護予防訪問入浴介護 0 0.0%

27 介護予防訪問看護 0 0.0%

28 介護予防訪問リハビリテーション 0 0.0%

29 介護予防居宅療養管理指導 0 0.0%

30 介護予防通所介護 1 1 2 1.3%

31 介護予防通所リハビリテーション 0 0.0%

32 介護予防短期入所生活介護 1 1 0.6%

33 介護予防短期入所療養介護 0 0.0%

34 介護予防特定施設入居者生活介護 0 0.0%

35 介護予防福祉用具貸与 0 0.0%

36 特定介護予防福祉用具販売 0 0.0%

37 介護予防住宅改修費 0 0.0%

38 介護予防認知症対応型通所介護 0 0.0%

39 介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0.0%

40 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0.0%

計 42 28 27 17 15 6 4 17 156

構成比 26.9% 18.0% 17.3% 10.9% 9.6% 3.8% 2.6% 10.9%
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８　苦情・相談分類別対応状況

１　要介護認定 6 1 0 0 7 2.6%

２　保険料 0 0 0 1 1 0.4%

３　ケアプラン 18 2 0 0 20 7.4%

４　サービス供給量 2 0 0 1 3 1.1%

５　介護報酬 1 0 0 0 1 0.4%

６　その他制度上の問題 17 0 0 0 17 6.3%

７　行政の対応 1 0 0 1 2 0.7%

８　サービス提供、保険給付 131 17 2 6 156 57.8%
1 居宅介護支援 43 4 1 48 30.8%
2 訪問介護 12 2 14 9.0%
3 訪問入浴介護 1 1 0.6%
4 訪問看護 3 1 4 2.6%
5 訪問ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 1 1 0.6%
6 居宅療養管理指導 1 1 0.6%
7 通所介護 14 1 2 17 10.9%
8 通所ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 2 2 1.3%
9 短期入所生活介護 7 1 8 5.1%
10 短期入所療養介護 1 1 0.6%
11 特定施設生活介護 6 2 1 9 5.8%
12 福祉用具貸与 1 1 0.6%
13 特定福祉用具販売 0 0.0%
14 住宅改修 0 0.0%
15 介護老人福祉施設 11 2 1 1 15 9.6%
16 介護老人保健施設 2 1 3 1.9%
17 介護療養型医療施設 0 0.0%
18 夜間対応型訪問介護 0 0.0%
19 認知症対応型通所介護 0 0.0%
20 小規模多機能型居宅介護 1 1 0.6%
21 認知症対応型共同生活介護 1 1 0.6%
22 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0.0%
23 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0.0%
24 介護予防支援 17 1 18 11.5%
25 介護予防訪問介護 8 8 5.1%
26 介護予防訪問入浴介護 0 0.0%
27 介護予防訪問看護 0 0.0%
28 介護予防訪問リハビリテーション 0 0.0%
29 介護予防居宅療養管理指導 0 0.0%
30 介護予防通所介護 1 1 2 1.3%
31 介護予防通所リハビリテーション 0 0.0%
32 介護予防短期入所生活介護 1 1 0.6%
33 介護予防短期入所療養介護 0 0.0%
34 介護予防特定施設入居者生活介護 0 0.0%
35 介護予防福祉用具貸与 0 0.0%
36 特定介護予防福祉用具販売 0 0.0%
37 介護予防住宅改修費 0 0.0%
38 介護予防認知症対応型通所介護 0 0.0%
39 介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0.0%
40 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0.0%

９　その他 56 3 1 3 63 23.3%

232 23 3 12 270
85.9% 8.5% 1.1% 4.5%

※　他機関とは、東京都・国保連・他区市町村等

構成比

説明・
助言
当事者
間調整

計

●
サ
ー

ビ
ス
の
種
類

（
８
の
内
訳

）

他機関
を紹介
継続中
等
計 構成比
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９　苦情・相談分類別受付件数の経年変化

16 17 18 19 20 21 22 23

１　要介護認定 9 9 9 6 11 7 15 7

２　保険料 2 3 16 8 11 14 1 1

３　ケアプラン 6 7 6 3 10 3 21 20

４　サービス供給量 3 1 8 3 5 3 0 3

５　介護報酬 3 2 4 2 4 0 2 1

６　その他制度上の問題 18 36 37 30 15 23 11 17

７　行政の対応 2 4 3 5 9 5 6 2

８　サービス提供、保険給付 87 87 86 89 104 86 112 156

1 居宅介護支援 27 19 23 17 26 24 39 48
2 訪問介護 21 29 26 23 19 18 20 14
3 訪問入浴介護 0 0 0 0 1 1 0 1
4 訪問看護 3 1 0 0 1 2 3 4
5 訪問ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 0 0 0 0 0 0 2 1
6 居宅療養管理指導 0 2 3 0 1 0 0 1
7 通所介護 10 9 5 7 14 8 9 17
8 通所ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃーｼｮﾝ 1 3 0 0 2 2 6 2
9 短期入所生活介護 3 4 4 4 5 2 5 8
10 短期入所療養介護 0 0 1 3 0 1 0 1
11 特定施設生活介護 4 6 4 3 6 2 8 9
12 福祉用具貸与 4 0 3 2 2 1 1 1
13 特定福祉用具販売 0 2 1 0 1 0 0 0
14 住宅改修 1 2 0 0 1 0 0 0
15 介護老人福祉施設 6 3 3 13 4 11 10 15
16 介護老人保健施設 2 4 6 5 9 3 1 3
17 介護療養型医療施設 4 0 0 0 0 0 0 0
18 夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0
19 認知症対応型通所介護 0 0 0 2 0 0
20 小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 1
21 認知症対応型共同生活介護 1 3 0 0 4 3 1 1
22 地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0
23 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 0
24 介護予防支援 5 8 4 2 4 18
25 介護予防訪問介護 2 3 4 4 2 8
26 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 0
27 介護予防訪問看護 0 0 0 0 0 0
28 介護予防訪問リハビリテーション 0 0 0 0 0 0
29 介護予防居宅療養管理指導 0 0 0 0 0 0
30 介護予防通所介護 0 0 0 0 1 2
31 介護予防通所リハビリテーション 0 0 0 0 0 0
32 介護予防短期入所生活介護 0 0 0 0 0 1
33 介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 0 0
34 介護予防特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0
35 介護予防福祉用具貸与 0 1 0 0 0 0
36 特定介護予防福祉用具販売 0 0 0 0 0 0
37 介護予防住宅改修費 0 0 0 0 0 0
38 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 0
39 介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0 0
40 介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 0

９　その他 17 31 37 25 45 34 86 63

147 180 206 171 214 175 254 270合　　　計

●
サ
ー
ビ
ス
の
種
類

（
８
の
内
訳

）
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12

Ⅱ 苦情・相談の内容

※ 内容は相談者の表現をそのまま掲載しています。



１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

本人

（地域包括支援センターで受けた相談）
　相談者の自宅に訪問した認定調査員は、
疲れていると言ったり、本当は認定調査員を
したくないが頼まれたので調査を行っている
と言った。このような態度や調査のあり方
は、不適切なので改めてもらいたい。

　調査員の氏名等を伺ったのち、認定係に
連絡し、認定調査員に対する事実確認と苦
情内容が事実であった場合における指導を
求めた。

本人

　介護度が高くなったので、地域包括支援セ
ンターに見直してもらいたい旨を頼んだが応
じない。どうにかして欲しい。

　地域包括支援センターに本人の要望を伝
えたところ、区分変更の意向については初
めて聞いたとのことである。本人に連絡し、
申請に関する連絡をするよう求めた。

近隣居住
者

　近所に住んでいる方で、自転車に乗ったり
するのにデイサービスなどの介護サービス
を受けている方がいる。このような方に介護
サービスを利用させるのはおかしい。介護認
定を改めるべきだ。

　デイサービスを利用している方といっても、
要支援の場合もあれば要介護の場合もあるこ
と、また、自転車に乗れることをもって、直ちに
デイサービスを利用する資格に欠けることに
はならないことを相談者に説明した。
　しかし、相談者は納得されなかった。

本人

　介護保険料が高い。年金受給者にとって
本当に使えるかどうかわからないような制度
でこんな負担では生活が送れない。どうにか
してもらいたい。

　保険料算定について説明したが、高いこと
については納得されなかった。

本人

　要支援２から要介護１になり、ケアマネ
ジャーも訪問介護事業所も替った。サービ
スも今まで月2回の入浴介助を受けていた
が、月4回にするというので、自分はそんな
に必要ないと言ったところ、ケアマネジャー
もヘルパーも来なくなってしまった。
　要支援から要介護１になったからといっ
て回数を増やさなければならないという訳
ではないはずだ。信頼のおけないケアマネ
ジャーなので、替えたいと思っている。特に
問題はないか。

　相談者にはケアマネジャーを変更すること
については、特に問題ない旨を説明した。
　ケアマネジャーに連絡を行ったところ、相
談者の訴えとケアマネジャーの事情説明は
異なるところであった。ケアマネジャーは、こ
れから当事者宅を訪問するとのことであっ
たので、当事者に理解いただけるように説
明を行うことを依頼した。

本人

　当事者は、体調を崩したうえ、足が悪い
ので、買い物介助や配食サービスを受け
ている。毎日のようにケアマネジャーやヘ
ルパー、配食サービス、害虫駆除業者（ケ
アマネジャーから紹介された）などが自宅
にやってきて、疲れてしまう。費用もかさむ
し、限られた収入なので困る。今までの費
用を清算して終わりにし、少しゆっくりした
い。

　伺ったお話を保険者からケアマネジャーに
伝えましょうか、と尋ねたところ、相談者自
身が話すので不要である。話を聞いてもら
い、気持ちが楽になったとのことであった。

家族

　当事者は一人暮らしである。ケアマネ
ジャーは当事者ができることをしてしまう。
例えば、一人で医者に行けるのに、タク
シーで連れて行って、待たせて帰ってくる。
また、カレンダー全部に薬を貼ってしまう
等。できることはやらせた方がよいと思う
が要介護３のサービスとはそういうもの
か。調理や居宅療養管理指導は断った。

　ケアマネジャーの役割について説明したう
えで、相談者が仰るところの｢ケアマネ
ジャー」がどのような方か判らないので、
サービス内容の適否は判断しがたいことを
説明した。
　相談者によると、近々ケアマネジャーと話
し合う機会があるので、保険者の調整は不
要とのことであった。そこで、どのような介護
サービスを望まれるかをケアマネジャーに
示すように勧めた。

（１）　要介護認定

（３）　ケアプラン

（２）　保険料
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　ケアマネジャーが別の方に替わったので
わかったことであるが、以前のケアマネ
ジャーは、その仕事を適切に行っていな
かった。当事者宅を訪問することなくケア
プランを作成し、何ヶ月かまとめて印を取り
に来たりした。このケアマネジャーが他の
方に対して同様なことを行わないよう指導
をしてもらいたい。

　傾聴し、伺った内容を事業者を指導する
担当に情報提供する旨を説明した。事業者
指導担当には、相談内容を伝え、指導時の
参考とすることを依頼した。

家族

　父（要介護１）母（要支援２）は二人で暮ら
している。相談者は週2～3回通って面倒を
みている。ケアマネジャーから、法律が変
わったので相談者を同居人とみなし、ヘル
パーの家事支援を3月一杯で打ち切りま
す、と言われたが納得できない。
　また、ケアマネジャーを替えようと思って
いるが、どのようにすればよいか。

　ヘルパーによる生活援助については、従
来から本人や家族が家事を行うことが困難
な場合にサービス提供できるものである旨
を説明した。
　ケアマネジャーの変更については、地域
包括支援センターに相談することを勧めた。

家族

　相談者の居住している地域から送迎しても
らえる通所リハビリがない。区内通所リハビ
リ事業所の送迎要件について調べ、いずれ
の施設に問合せを行っても、送迎外地域とし
て断られた。この地域は、送迎サービス空白
地帯である。保険者として事業所を増やすよ
う促進してもらいたい。

　事業所設置促進の要望として傾聴し、記録
することを説明する。

本人

　現在デイサービスに通っているが、リズ
ム体操とか身体を動かすことが中心で、自
分の役にたっていると思えない。軽すぎて
楽しくない。文章や絵を書いたり、もっと興
味がもてるようなことをしたい。

　ケアマネジャーに連絡した。ケアマネ
ジャーによると、当事者はアルツハイマー病
で物忘れがひどい方である。キーパーソン
はとても熱心な方で、当事者が現在通って
いるデイは、出来る限り当事者の筋力を保
たせたいとのキーパーソンの希望により、当
事者と共に見学に行って決めた。当事者は
これまで、あまりご自身の意見を話されたこ
とはなかったとのこと。
　ケアマネジャーとしては当事者から話しを
聞くとともに、キーパーソンとも相談してすす
めていきたいとのことである。

その他

　ヘルパーの報酬が4月から下がるようだ
が、これからの高齢化社会を見据えて、介護
をする人を大切に処遇すべきである。

　介護職員への処遇改善に関する改正状況
について説明し、意見・要望として記録するこ
とを説明した。

本人

　要支援2から要支援1になり、デイサービス
が週1回しか行けなくなる。暇になると呆けて
しまう。何とかならないか。

　ケアマネジャーに確認すると、要支援の場
合に制度的には通所回数の制限はないが、
現実的に要支援1では1回しか通所できない。
その為、当事者には敬老館等で通えるところ
を案内しているとのことであった。
　この旨を相談者に説明したところ、理解が得
られた。

本人

支給限度額に満たない場合は、介護サービ
スを自由に使えるようにすべきだ。

　当事者が生活するにあたり必要な介護内容
に基づいてケアプランを策定し、介護サービ
スを実施するものである。限度額一杯まで使
用することを基準にケアプランを策定するもの
ではないことを説明したが、相談者は納得さ
れなかった。

（５）　介護報酬

（6）　その他制度上の問題

（４）　サービス供給量
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　当事者は現在「要介護」である。要支援の
時は一般の居宅介護支援事業所が担当で
あったが、要介護になると地域包括支援セン
ターになるとのことだが、制度がよく分らな
い。
　また、話相手や散歩のサービスについて他
の保険者では、介護保険で認められると聞
いたがケアマネジャーからは認められないと
言われ、社会福祉協議会のサービスを紹介
された。キャンセル料等について詳しく知り
たい。

　制度改正と介護認定の変更が重なった為、
当事者は制度を含め誤解されていた。実際に
は、当事者は現在要支援2で地域包括支援セ
ンターが担当している旨説明すると理解して
いただけた。
　また、散歩のサービスについては、自立生
活支援の為の見守り的援助とケアプランで位
置づけられていないと困難であり、どこの自治
体でも同じ旨であることを説明した。社会福祉
協議会のサービスについては、連絡先を案内
した。

家族

　母が見学をして、通所介護を利用した。食
事内容が粗末で料金（800円）に見合わな
い。デイの中身も何もなく、皆ボーッとしてい
た。1回の利用で中止を伝えたところ、1ヶ月
分の利用料がかかると言われた。日割り計
算できないのか。福祉とは言えないのでは
ないか。

　事業所に確認したところ、相談者の見学が
午後だったので、食事の内容は確認していな
かったところであるが、重要事項を説明の上、
契約も済んでいるので、事業所の請求は正当
であると主張された。
　事業者の主張及び予防介護の料金体系に
ついて相談者に説明したが、理解は得られ
ず、苦情として記録し東京都国民健康保険団
体連合会に報告することで納得された。

本人

　病院内のヘルパー介助について、今まで
ずっと介護保険でお願いできていたのに、ケ
アマネジャーが突然自費になると言い出し
た。
　平成22年4月28日厚生労働省老健局振興
課の出した「訪問介護における院内介助の
取扱いについて」の中の、「利用者が介助を
必要とする心身の状態である場合の例」に
列挙された３つの例に当たらないから、利用
できないという。
　そこで、老健局に問合せたところ、各市町
村の判断でよいと説明を受けた。どうなの
か。

　本来、病院内では病院の方により対応され
るべきであるが、場合によっては介護保険の
適用が可能であることを説明した。そして、当
事者の場合に適用が可能かケアマネジャーを
通じて給付担当に相談するように助言した。

本人

　抗癌剤治療で定期的に通院している。帰
宅後1週間は苦しくて何もできず、のた打ち
回っている。入院は余りさせてくれない。
　要支援１で週1回サービスを受けている
が、苦しい時に続けて来て欲しい。介護保険
制度ではできないようだが、困っている時に
サービスが利用できるよう制度の改善を要
望したい。
　また、自立支援ということで、ケアマネ
ジャーは苦しい時でもヘルパーと一緒に行う
ことを要求し、ヘルパーにもそのように注意
する。

　要望として記録し、東京都国民健康保険団
体連合会に報告することを説明した。
　ケアマネジャーに連絡したところ、抗癌剤治
療も来月で終り、認定更新時期でもあるので
訪問しサービスの見直しを考えるとのことで
あった。ケアマネジャーとしては連続したサー
ビスの必要性については疑問であるようだっ
たので、相談者の話をよく聞いて対応して欲し
い旨を伝えた。
　なお、相談者が苦しい時にはヘルパーと共
に行うことは求めていないとのことである。

家族

　相談者は給付費通知を持参の上、有料老
人ホームの費用について確認する為に来所
された。自費として毎月支払っているものの
他に、介護保険給付費としてこんなにも多額
の費用がかかっているのかと知って驚いた。
95歳の老人に毎月40万円以上もの大金を
使ってよいものか考えさせられた。

　話を傾聴し、給付制度について説明した。対
応は特に求められなかったので、記録するに
留めた。

事業者･施
設

　当事者が電動車椅子を使用して幾度も壊
した。自損事故や転倒もあり、利用規約や損
壊に関する自己負担金の支払いをしないの
で、もう貸与を拒みたいが、事業者としては、
どうすればよいか。

　当事者に契約書面の内容を説明し、安全運
転を含め契約の履行を求めること、およびケ
アマネジャーに他の移動手段（福祉用具）の
検討を求めること、サービス担当者会議での
検討を行うことを勧める。
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

本人

　介護保険料を支払っているのに介護サー
ビス利用料を支払うのは不適切である。
　また、ヘルパーは、決まった時間だけいれ
ば帰ってしまう。心無いサービスをする者に
高い報酬を支払う必要は無い。

　介護保険制度について説明すると、体制の
側に立つな、区の職員なら区民側に立って考
えなさいとお叱りを受ける。傾聴した要望内容
を記録することを説明する。

家族

　制度改正に関する利用者への周知を、
保険者がどのように行ったか知りたい。
　過去に2時間のヘルパー時間が1時間30
分とされたときに、ケアマネジャーは制度
改正を理由にしていた。サービス時間は利
用者がきめることであるにもかかわらず、
今回１時間30分を1時間にしたいと提案を
されている。こうした提案がケアマネジャー
の考えによるものか法令等の変更による
ものかの区別がつきにくい。制度改正時に
は、できる範囲でよいので、サービス内容
に大きく関わる部分等について、詳細に利
用者に周知してほしい。

　相談者が示す過去の改正とは、平成17年
度以前までは生活援助に時間制限はな
かったが、改正後は１時間以上は一律単価
となったことをさしていることが分かった。
　改正情報の周知については、ご意見とし
て承りたい旨をお話した。
　なお、サービス時間等は、サービス担当
者会議によりサービスの必要性について十
分話し合って決められるものである旨を説
明した。

家族

　ケアマネジャーが毎月訪問しない。また書
面が誤字脱字だらけ、まとめてプランを持っ
てきて日付の記載を拒む等、対応が誠実で
ない。事業所の管理体制も不適切で、誤った
サービス案内をする。

　指導担当に情報提供するとともに、指摘され
た事業所に対して苦情内容を伝え、改善を求
めた。

家族

　父母のケアマネジャーは、半年に１回程度
しか家に来ない。相談したいことがあって連
絡してもケアマネジャー本人でなく代理が来
ることが殆どなので、伝言になってしまう。
サービス担当者会議は開かれない。ヘル
パーはそのままでケアマネジャーだけ変える
ことはできるか。

　ヘルパーを替えないままでの、ケアマネ
ジャーの変更は可能であり、新しいケアマネ
ジャーを決めてから解約するよう助言した。
　なお、匿名希望のため匿名性に配慮しつつ
苦情のあったこと、サービス向上の観点から
も改善してほしい旨を事業所管理者に伝え
た。

本人

　事業者を誹謗、非難するつもりはないが、
ケアマネジャーは毎月印をもらいに来て、年
寄りには分りにくいケアプランを持ってくるだ
けで、聞く耳を持っていない。ヘルパーはど
ういうサポートをするという前提がなくてはい
けない。介護保険制度は利用者の為という
より、従事する人や役所の為にあるような気
がする。

　具体的な事業者名は明かされなかった。相
談調整担当というポストがあるということで、
安心された様子で、今度は名乗ってお話した
いと言われた。

家族

　当事者はショートステイを利用しているが、
ケアマネジャーから音沙汰がなく、請求書が
ポストに投函されているだけである。ケアマ
ネジャーとはこのようなものなのか。

　ケアマネジャーの仕事について説明するとと
もに、保険者からケアマネ事業所にお話しを
することを伝えるが、まず、相談者がご自分で
お話しをしてみるとのことである。

家族

　ケアマネジャーとそりが合わない。区の広
報に替えられると書いてあった。この方が
ずっと続くかと思うと憂鬱。介護に不必要な
部屋を見たり、訪問入浴サービス開始に際
し一緒に風呂場を見たりした。　人は良い人
なので、替えたいと言うことで傷つけることに
ならないか。

　変更を申し出られたことにより、ケアマネ
ジャーが傷つかないか不安に思われていた
ので、ケアマネジャーは継続的なサービス提
供を調整すると言う性格上、相性も重要なこと
であるので、そりが合わず不快であるならば、
変更を希望されたらどうかと助言した。
　なお、ケアマネジャーが風呂場を見たことに
関しては、職務上利用者の生活の現況を知っ
ておく必要があることを説明した。

本人

　ケアマネジャーはヘルパー事業所の変更
を勧めるが、ケアマネジャーは何かリベート
がもらえるのか。

　ケアマネジャーが、当事者の為に調整した
ヘルパー事業所からリベートを受ける制度は
ないことを伝える。

（7）　行政の対応

（８）　サービス提供、保険給付
【居宅介護支援】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　ケアマネジャーがプランを示すが、介護
サービス費を支払うことができないので断っ
ている。ケアマネジャーはサービス利用が増
えると儲かるのではないか。また、ケアマネ
ジャーより別のケアマネジャーに替えること
を勧められているが、どうしたらよいか。自分
としては替えたくない。

　ケアマネジャーの仕事について説明する。
そして、ケアマネジャーを替えるか否かについ
ては、ご家族で検討していただきたいことを伝
える。また、保険者よりケアマネジャーに連絡
してケアマネジャー交替を勧めた理由を示す
よう伝える旨を約する。電話後、ケアマネ
ジャーに連絡し、相談者への説明を求めた。

家族

　7月に当事者のケアマネジャーが訪問に来
ることになっていたが連絡がない。
　相談者宛のメモが請求書に同封されてい
ても当事者が捨ててしまう。
　現在の利用サービスは自立の為の買物補
助だが、当事者が失禁することがあるので、
掃除や布団干しを希望している。
　この際、ケアマネジャーもヘルパーも一新
した方がよいか。

　ケアマネジャーに連絡した。相談者の仕事
の都合上、携帯電話を用いれず、ファックスや
メモも当事者が捨てる為連絡できなかった。
直ちに相談者に電話するとのことであった。
　後日、ケアマネジャーと相談者との話し合い
が持たれ、連絡方法をメールにすることになっ
た。また、サービス内容として買物に行けない
時の対応の見直しや布団干しの補助等が追
加となった。

家族

　ケアマネジャーの仕事が杜撰である。何事
もこちらが電話しないと動かない。サービス
提供表にもれがあっても指摘しなければそ
のままである。更新申請も相談者で出すよう
にと言う。毎月の訪問日程もケアマネジャー
から聞いてきたことはない。注意してもほん
の一瞬変わるだけで、すぐに依然と同じ対応
になってしまう。ケアマネジャーを変えたい。

　保険者による調整は求められず、傾聴し苦
情内容を記録することで了解された。
　なお、新しいケアマネジャーが決まってか
ら、現在のケアマネジャーの解約をするように
助言した。

事業者･施
設

　要介護3の利用者は排泄機能が衰え、区
分変更が必要と思われるレベルである。担
当ケアマネジャーは、「単位数が足りている
ので区分変更はまだいい」という発言を常日
頃から口にしている。
　今回、ショートステイの利用が増えてきたた
め、「単位数が足りないのでお宅のデイを休
ませたい」という言い方をされ納得ができな
い思いである。このようなケアマネジャーを
指導してほしい。

　ケアプランの基本はあくまで、当事者に必要
な当事者の状態にあったサービスの提供であ
る旨を話した。
　近くサービス担当者会議が開かれるとのこ
となので、利用者家族やケアマネジャー、他
のサービス事業者と共通認識をもって、適切
なサービス提供のための協議とするように助
言した。
　事業者名は明かされず、集団指導等の際の
指導を希望されたため、事業者指導担当に相
談内容を伝えた。

家族

　サービス担当者会議を自宅で行なわなくて
はならないという決まりはあるのか。明日、
会議を当事者宅で開くというが、当事者は大
勢の人を自宅に入れるのはとても嫌がる。

　サービス担当者会議を自宅で行なわなくて
はならないという決まりはない。事業所の会
議室などにおいて開く場合もあることを説明す
る。

家族

　相談者は隣家に住む当事者の娘であ
る。当事者は週1時間半の訪問介護の
サービスを受けていた。3月より訪問介護
事業所の責任者とヘルパーが交代し、こ
れまで何年もやってくれていたサービス内
容が見直され、自費が発生するようにな
る。見直しが必要なら、今まで放置してお
いたのは怠慢ではないか。当事者に説明
していただきたい。

　訪問介護事業者及びケアマネジャーに作
業内容及び経緯を確認した。これまで見直
しが必要だったにも拘らず、過剰サービス
が何年も続けられてきたことで、誤解を招い
たものであった。
　当事者に説明したところ、サービス内容の
見直し及び自費の発生についても納得さ
れ、自費契約の予定日も決まった。

本人

　介護保険では、当事者が買った車椅子を
拭いたり、空気を入れたり、掃除したりするこ
とをヘルパーに求めることはできないのか。

　ヘルパーは日常生活に関する援助を行うも
のであること、車椅子の走行にあたり日常生
活上必要なことについてはプランに決められ
ているのであれば提供できる旨を説明した。

家族

　訪問介護を当日キャンセルしたら○○円の
キャンセル料を請求された。どうしたらよい
か。これまで、他の事業者からは請求された
ことが無かった。

　契約書、重要事項説明書におけるキャンセ
ル料の記載を確認していただくこと、また、書
類の見方等はケアマネジャーに相談すること
を勧める。

　【訪問介護】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　相談者は当事者の配偶者である。当事者
は週3回透析を受ける為にタクシーで病院に
通っている。その際に、ヘルパーをお願いし
ているが、保険外の負担もあり利用料金が
高い。ヘルパーなしでも当事者は大丈夫な
ので、来月から断りたい。

　事業所に連絡したところ、当事者は認知が
ある為1人で病院に行き受診することはできな
い状態である。他県在住の当事者の家族より
依頼されており、事業所としては、本日午後に
相談者宅を訪問するので、その際にお話しす
るとのことである。
　話し合いの結果、ヘルパーは当月限りとし、
来月より他県在住の当事者の家族が連れて
いくこととなった。

本人

　週2回訪問介護サービスを受けている。1回
は買物だけで1時間、もう１回は買物と掃除
で1時間半。新しいヘルパーになったら、買
物だけの日、今まで3箇所行ってもらってい
た買い物先が2箇所になったと言われた。本
当にそうなったのか。

　訪問介護事業者及びケアマネジャーに確認
すると、当事者の室内は散らかり放題で、ヘ
ルパーの好き嫌いも強く、これまでは責任者
ともう1名の決まった人が行っていた。買物先
を2箇所にすることを以前よりお願いしていた
が理解は得られなかったとのことである。
　事業所は変えたくないという当事者の希望
もあり、ケアマネジャーが調整し一定の妥協
点を示されたことにより、納得された。

本人

　給付費通知が来たが、同通知の金額と天
引きされた金額に差があるので、理由を確
認したい。また、院内介助費が医療費控除
にならないことに不満がある。どうしてならな
いのかFAXで回答してもらいたい。

　訪問介護事業者に確認したところ、差額分
は院内介助の自費負担分で、ケアマネジャー
立会いの下確認してもらっているとのことで
あった。
　また、院内介助費が医療費控除に該当しな
いことについては税務署へ問い合わせていた
だくよう案内するとともに、参考として国税庁
のホームページ内の「医療費控除の対象とな
る介護保険制度下での居宅サービス等の対
価」の文面をFAX送信した。

ｹｱﾏﾈｼ゙ｬー

　1日に昼、3時、夕方の3回訪問介護サービ
スを受けている当事者がいる。昼を担当して
いるヘルパーがサービスを忘れてしまい、3
時に訪問したヘルパーが昼食を摂っていな
い当事者に気づき対応したが、そのことを
知った家族が激怒した。訪問介護事業者が
お詫びに訪問したところ、事業所の落ち度な
ので、当日のサービスを無料にしろと言われ
たとの相談を受けた。どうすればよいか。

　実施したサービスについては正当に請求で
きるものであること、また、そのこととは別とし
て、サービスを忘れた件については誠実な対
応をすべきであることを助言した。

その他

　ヘルパーに拡大鏡を盗られた。事業所に
電話したら、ヘルパーが9人行っているが誰
も盗っていないと言われた。警察に電話した
ら、区に相談するように言われた。

　ケアマネジャーに連絡したところ、ヘルパー
が替ったことで不穏になっていると思われる。
ケアマネジャーが、地域包括支援センターの
職員と一緒に訪問し、当事者に対応した。

家族

　当事者である母より,冷蔵庫に入れてある
食べ物がなくなるとの訴えがある。当事者は
一人暮らしで、認知症はないと思う。
　ヘルパー事業所の人に話したら、ヘルパー
に物を盗るような人間はいないと言われた。
かかりつけ医にはもう一人暮らしは無理だと
言われており、特養の申込はしている。どう
対応したらよいか。

　ケアマネジャーに確認したところ、当事者の
知人の男性他2,3人の方がよく出入りしてい
て、ヘルパーは男性が食べているところを目
撃している。このことは相談者に報告済みと
のこと。相談者にその旨を伝えると、半信半
疑のようだった。また、相談者から訪問介護
サービスの回数及びサービス内容について
相談があったので、ケアプランの確認及び
サービス担当者会議への参加を勧めた。

家族

　訪問看護の理学療法士派遣を受けている
が、リハビリ時間が30～60分と書いてあるの
に、いつも45分位で切り上げられる。理由を
聞くと、当事者の体調に合わせていると言わ
れる。どうなっているのか。

　事業者を示されないので、事業者に対し
ては、当事者に体調の変化はないから引き
続き60分で行ってもらいたい旨を話すことを
勧めた。

　【訪問看護】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　妻が訪問看護と訪問リハビリを利用してい
る。７月の利用票を見ると、緊急時訪問看護
加算と特別管理加算の項目がある。緊急時
に電話した時も音声案内だけで、事業所に
つながらないことがあった。緊急時の体制が
とれていないのに、加算をとるのはおかしい
ので調べてほしい。

　事業所に問合せたところ、緊急時の電話は
２回線あり、ケア中であったり移動中の場合
は留守番電話にメッセージを残してもらい、折
り返し電話をかけている。相談者は、殆ど毎
日のようにかけてくるが、おおむね５分以内に
はかけ直して対応している。
　また、本日相談者宅を訪問した時に謝罪と
現体制について再度説明した上で、今後も緊
急時訪問の体制が必要かをケアマネジャーを
含めて検討していただくようにお願いしたとの
ことであった。

家族

　妻は要介護１で２年半前に腸閉塞手術をし
10回程入退院を繰り返したが、今は状態が
安定している。週に1回訪問看護を受けてい
るが、毎回バイタルチェックを行う位なのに
月5,000円以上かかってしまう。経済的理由
もありこのサービスをやめたいとケアマネ
ジャーに相談したら、ベッドの手すりやエアー
マットが借りられなくなると言われたが、それ
は困る。デイサービスも続けさせたい。どう
すればよいか。

　訪問看護も福祉用具貸与も医師の判断に
よるものであることより、主治医に相談する
ように助言した。
　その後医師に確認し、訪問看護は中止す
ることとなり、他のサービスは継続して受け
られるようになった。

家族

　当事者は訪問リハビリテーションを受けて
いるが、サービス内容をマッサージから歩行
訓練に移行して欲しいと望んでいる。
　また、ケアマネジャーは親身になって対応
してくれないので、変更したい。新たな人を
探すにはどうしたらよいか。7月から他区の
事業者による訪問介護が開始するが、ケア
マネジャーもいるのでそこでも構わないか。

　訪問リハビリテーションの内容については、
医師の指示書の関係もあるので、事業者に相
談するよう助言した。
　新たなケアマネジャーについては他区の事
業者でも構わないこと、また、事業者ガイド
ブックで探す方法もあることを説明した。

本人

　訪問歯科診療を受けたところ、介護保険を
利用するので、その手続きの為にケアマネ
ジャーのことや利用料の振込先について聞
きたいと、人がやって来るとのこと。断れない
かと聞くと「そういうシステムになっています」
との返答であった。介護保険を利用すること
などあるのか。自分は歯の詰め物が取れて
しまったので、その治療を頼んだだけで歯は
丈夫である。

　居宅療養管理指導について説明する。サー
ビスの内容としては、入れ歯等の状態を維持
するために、居宅で療養上の指導を受けるな
どを例として示すとともに、そのようなサービ
スの必要性がないと思われるのであれば、拒
否できる旨を説明した。

家族

　デイサービスの家族懇談会に行ったとこ
ろ、母より若くて新しい利用者が多かった。
母は97歳で要介護も高いので、後で責任者
の方に「費用が割に合わなくて、ご迷惑じゃ
ないか。」と言ったところ、相談者の体調な
ど、大変な事情も知っているのに冷たい態度
だった。預かりたくないのか。

　要介護度の高い方は介護の負担に対応し
て利用料も高くなっており、事業所にとって割
が合わないのではとの心配は要らないこと、
また、事業所としてサービスを提供できない状
況であるならば、事業所の方から相談がある
旨を伝えた。

本人

　デイサービスを利用している。足が不自由
なので週に1回、別の所にマッサージに通っ
ている。昨日、デイサービスから帰宅後に通
院するのでは寒く暗くなるので、早めに送迎
車で送ってもらうか、タクシーを呼んで欲しい
と事業所の人に言ったらできないと言われ
た。介護保険で運営しているのだから、保険
者で指導できないのか。

　事業所としては運営・安全面等から利用者
を個別に帰宅させることは困難なのではない
かと話し、契約書等に基づき事業所と話し
合って欲しい旨伝えた。
　しかし、相談者は納得されず、一旦電話を切
られた後にも、相談者が望む送迎を事業所に
行わせる手段を問う電話が数回あった。
　保険者から事業所に連絡することは拒まれ
たので、相談者から直接事業所に確認するよ
うお願いした。

【通所介護】

【訪問リハビリテーション】

【居宅療養管理指導】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　当事者は毎日自宅でシャワーを自分で浴
び、入浴サービスは必要ないにもかかわら
ず、ある日から週1回の入浴が始まった。入
浴開始の理由を尋ねたら、「覚えているんで
すか」というような的外れな答えが返って来
た。自分で入浴できるので、入浴サービスは
必要ない。回答はいらないが、介護保険の
無駄な利用はしたくない。

　事業所に確認したところ、入浴サービスにつ
いては、通所中は当事者に対しては一般に
行っていないこと、ただ、家族の別の方からの
要望で、2年前に2回のみ実施した経過があっ
たことが判明した。

家族

　母が通っている整骨院はデイサービスと併
設されており、仕切りはあるが同じ建物でト
イレも共用である。最近整骨院に小学生が
集団で来ている。これからインフルエンザな
ど流行する時期であり、高齢者がたくさん通
うデイサービスを併設しているので、小学生
を介しての感染拡大が心配である。職員も
風邪をひいている人が多いように思う。通所
している高齢者が心配なので保険者から事
業所にその旨を伝え、事業所として対応する
ように話してほしい。

　都の指定担当に図面を確認してもらったとこ
ろ、トイレは整骨院と通所介護事業所の中間
部分に位置している。トイレのドアの前に洗面
所があり、洗面所が両事業所の双方から利用
可能となっているとのことであった。
　次に保健所の生活衛生課医務担当に苦情
内容を伝えたところ、整骨院と通所介護事業
所の運営法人が同一であるので、医務担当
から衛生面での指導を行うこととなった。法人
側では、利用者アンケートにより専用のトイレ
設置を検討中で、今年中に設置するため、現
在見積もりを取っている段階とのことであっ
た。

事業者･施
設

　宿泊付きデイサービスに勤務している。夜
間は一人で4～5人の宿泊者のお世話をして
いるが、人手や設備、倫理的にも問題が多く
責任を持った介護ができない。事故があった
ので報告書の提出を求められるが、このこと
でヘルパー資格を剥奪されてしまうのではな
いかと心配である。

　事故報告はヘルパーの責任を追及する為
に行うものではなく、事業所が事故原因を分
析し、再発防止を図るためにあることを説明
する。
　また、介護記録をしっかり残し、管理者に報
告するように助言した。

近隣住民

　通所サービスの送迎車が、集合住宅の
入り口の前に止めて通行を塞ぐ。送迎に
使われる時間ならば仕方が無いと思うが、
それが行なわれる前後については塞がな
いような心遣いをすべきである。
　職員管理をするのは事業者の責務であ
る。また、事業者が指導しないならば事業
者への指導する担当は何をやっているの
か。サービスの具体的なあり方に関する指
導も不可欠である。

　傾聴し、事業者指導担当と事業者に連絡し
た。事業者は直ちに職員に対して指導を行な
うとのことである。

家族

　デイサービスでの排泄介助中、介助者が
手を離したので、身体がグニャッとなり、圧迫
骨折となった。喘息で入院した際の検査で
分った。喘息は良くなったが、骨折の痛みで
起きられなかった。入院時、ケアマネジャー
に連絡し、事業者が病院に謝罪に来たが、
その後連絡がない。

　事業者に確認すると、当事者は排泄介助中
姿勢が保持されなかったが、10センチほど下
がったところで支えたので、事故にはなってい
ない。また、日付にもくい違いがあり。入院日
がデイの利用日だったが、帰宅時まで痛みの
訴えはなかったとのことであった。
　事業者に介護記録等資料の提出を依頼し、
相談者にも渡してもらった。連絡調整を重ね、
3ヶ月後に保険者を間にはさんで、話合いがも
たれたが、決着はつかなかった。以降の話合
いは両者のみで行うことになった。

家族

　半年前に通所リハビリテーションの利用希
望を出したが、昨日になって利用できない旨
の連絡があった。利用できない理由は当事
者が認知症であることだと思う。それなら
ば、申込み当初から分かっていたのである
から、施設の対応としては不適切である。

　保険者より施設に対してお話しをする旨を
提案したが、相談者はそれを望まず、記録す
ることで了承された。

【通所リハビリテーション】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　通所リハビリテーションを利用しているが、
昨日帰宅後、当事者から「右足に力が入らな
くて、活動に参加しなかった」と言われた。ヘ
ルパーも「何か変だね」と言っていたというの
に、連絡帳には何の記載もなかった。脳出血
が起きているかも知れない。以前も骨折事
故があったのに改善されていない。

　事業所に確認したところ、ヘルパーは体調
の変化に気づき対応をしたが、そのことにつ
いて看護師等に報告・相談しなかった為、家
族への連絡がなかったとのことである。
　事業所の苦情担当責任者は現場の職員の
話を確認し、翌日謝罪に行った。

家族

　施設全体が介護を福祉として行っていると
は思えない雰囲気である。ただ、当事者が
利用しているので苦情が言えない。

　事業者への対応や匿名性を守る点について
相談者に説明したが、相談したことが事業者
に分かった場合に報復されることを恐れ、具
体的内容や事業所名は明かされなかった。

家族

　当事者を預けているショートステイへ面会
に行ったら、玄関で直ぐに自動ドアが開い
た。1階の受付や事務所に人がおらず、呼ん
でも誰もいなかった。人を預る施設としては
無用心すぎる。センサーなどを設置して来客
がわかるようにしていただきたい。

　施設に事実を確認したうえで、利用者の安
全に配慮して対応をすすめるように指導した。

ケアマネ
ジャー

　ショートステイ施設から夜間の職員が少な
い時間帯について当事者の見守りを依頼さ
れた。不適切と考え断ったが、ケアマネ
ジャーの対応として問題はないであろうか。
　相談者としては施設運営のあり方として問
題であると思うので報告する。

　傾聴し、相談者の対応に問題はない旨、及
び、事業者に対して指導する機会に資料とし
て活用したい旨を告げる。

家族

　妻がショートステイを利用したあと具合が
悪くなり、退所日の翌日入院しそのまま意識
が戻らない。妻は糖尿病で血糖値を下げる
薬を服用している。ショートステイ利用最終
日は朝・昼食とも殆ど食べていないにも関わ
らず薬は服用させられた為に低血糖となり、
血中酸素濃度は85%まで下がってしまった。
　入院した日に事業所に行き介護記録のコ
ピーを受けとったが、対応した看護師は、
「指示どおり薬は飲ませました」という対応で
謝罪の言葉もなかった。あれから９日経つ
が、事業所からは何も言って来ない。保険者
から指導してほしい。

　保険者から事業所に苦情内容と当事者の
深刻な状態を伝えた。事業者は、介護職員に
薬の作用について十分な周知がされていな
かったとし、事故として認識しているとのことで
あった。
　再発防止策も含めた事故報告書の提出と、
当事者家族への誠実な対応を求めた。
　その後、賠償について相談者と事業者双方
で弁護士をたてた交渉を開始することとなっ
た。

不明

　区から土地を借りて建設された施設で短期
入所生活介護を利用したが、利用者負担が
大きい。最低限の負担で済むように指導して
もらいたい。

　一般的な短期入所生活介護の場合の費用
について説明し、相当な金額であることを示
すが、納得されない。また、区の土地上にある
施設であることをもって最低限の費用にする
よう指導することはできないことを伝える。

家族

　当事者は他区の被保険者であるが4年前
に入所していた杉並区内の短期入所療養介
護施設で事故があった。従前も相談したが、
区ではどのような指導を事業者にしているの
か。

　保険者としては、事業者に対して誠意をもっ
て事故対応を行うよう話をしていることを説明
する。
　なお、被保険者は他区民であるので当該保
険者や国保連合会への相談を案内した。

本人

　有料老人ホームに入所しているが、医者よ
り一週間に1回体重を量ってもらうよう指示さ
れたため、ホームの方に話したが返事がな
い。どうしたらよいか。

　施設責任者に連絡し、相談者の希望を示
す。施設は体重測定を実施するとのことであ
る。

　【特定施設入居者生活介護】

【短期入所療養介護】

【短期入所生活介護】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　義母は3ヵ月前に死亡したが、入所してい
た施設から費用精算の連絡がない。先月中
旬に電話した時に、「来週になる」と言われ
たきりである。また、入院費用を預かってもら
う際、正式な預り証でなく、名刺に金額を書
いて渡された。経理がずさんである。

　事業者に確認すると、費用の精算について
は、明細等のことで遅れていたが、やっと確
定したとのこと。また、正式な預り証を出さな
かったのは、費用をお預かりしたのが出先で
あり、本人も納得した上でのことだったとのこ
と。事業者から相談者に説明をするように依
頼した。

家族

　夫が特定施設に入所した。入所時には杖
をついて歩けていたのに、入所してから日中
はずっとテーブルの前の椅子に座らされたま
まなので、身体機能が衰えてしまった。車椅
子に安全ベルトを付けてもらえれば、右足を
使って自走できるのに、施設では拘束にあた
るとして付けてくれない。どうしたらよいか。

　車椅子に安全ベルトを付け身体の自由を奪
う行為は身体拘束にあたり、介護保険運営基
準において禁止されている旨を説明した。
　もっとも、テーブルの前の椅子に座らされた
ままというのも、拘束にあたる場合があると思
われるので、施設側に身体能力が衰えないよ
うな安全ベルト以外の代替案の検討を求める
ことを助言した。

家族

　特定施設に入所中の当事者は胃ろうであ
る。栄養摂取の方法や時間のコントロール、
ベッドのギャッジアップの角度等について施
設で履行してくれるか不安である。特に看護
師長は、栄養摂取を短時間で行い不安なの
で外して欲しい。また、認知症を進めさせな
い為に声がけをしていただきたい。ギャッジ
アップの際にも声がけをしていただきたい。

　傾聴し、要望を施設長に伝える。
　施設ではできることについては行なうとのこ
とである。
　家族に施設で行なえることについて説明し、
理解を得ていただくとともに、施設としてでき
る当事者にとって望ましい介護サービスをお
願いした。

本人

　昨年4月に有料老人ホームに入所した。5
月に風呂場で付き添いの人に「待っててね」
と言われた後、足を滑らせ転んだ。2～3日で
足が棒のようにチョコレート色になった。希望
した病院には連れて行ってくれなかった。足
は膨らんで2倍になり、足先は痺れて動けな
くなった。施設の提携医はよく診てくれない。
　8ヶ月が経ち、一人でトイレにも行けなくなっ
てしまった。50歳で股関節の手術をしたが、
入所前は稽古や買物にも行っていた。　絶
望的でどこかに飛び込んでしまいたい気持
である。保険者に相談したら、こちら（事業所
所在地の保険者）に連絡するように言われ
た。

　当事者のキーパーソンである家族の方の意
思を確認の上、施設に確認の連絡をした。
　施設では事故という認識はなく、リハビリ実
施中とのことである。
　本人の訴えにより、適切な受診を依頼すると
同時に介護プラン・介護記録の提出をお願い
した。
　施設職員が書類を持参した一週間後に、経
過確認の電話をすると、経過良好で相談者も
満足されている状況とのことであった。

家族

　義父が亡くなり、通夜や告別式の日程が決
まった為、福祉用具の事業所にレンタルベッ
ド等の回収を依頼した。しかし、希望した日
ではなく告別式当日でないと来れないと言わ
れた為、遅くとも９時までに来て欲しいと頼み
了解された。ところが当日来たのは10時で、
相談者と相談者の妻（当事者の娘）は告別
式に間に合わなかった。その後詫びの電話
もなく、月末になって請求書が送られてき
た。
　ひどすぎる対応に気持ちが治まらず、本社
に苦情の電話を入れたところ、ようやく事業
者からお詫びに伺いたいとの連絡がきた。
明日来てもらうことになったがどうすればよ
いか。

　保険者は、事業者に対して、苦情に至った
経過・原因を分析し、再発防止策を検討･実施
するように求めることはできること、ただ、事業
者に対する謝罪要求や慰謝料等の交渉につ
いてはご家族と事業者との間で行っていただ
きたいことを説明した。　相談者は保険者とし
てできることを希望されたため、事業者に対し
て経過記録・再発防止策等の提出を求めた。
　その後、事業者が相談者宅へ訪問し、謝罪
等を行うことにより、相談者と和解したとの報
告を受けた。

家族

　老人保健施設に家族の者が入所してお
り、短期集中リハビリ加算が取られている
が、どういう場合にこの請求がなされるの
か。実際にやっているようには見られない。

　短期集中リハビリ加算・実施計画・実施記録
について説明するが、相談者から伺った状況
では施設での実施は疑わしいとのことであ
る。保険者から施設に問合せをすることを示
すが、相談者自身が行うとして施設名は挙げ
られなかった。

【介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設】

【福祉用具貸与】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

家族

　当事者が療養型病院から介護老人保健施
設に入所して2ヶ月になるが、部屋が寒く、風
邪をひきやつれた。このまま入所させて置い
てよいものか迷う。施設長が医者なので、悪
くはないと思うが。施設に「寒い」とは言えな
い。入浴時もオムツに大便が付いていたりす
る。入所させてかわいそうだったかなと思う。

　施設にお話をしたいので、どこの施設か尋ね
たが、「郊外」と仰るのみで名は示されなかっ
た。また何かあったら連絡して欲しい旨伝えた。

家族

　母が老人保健施設入所中であるが、今朝
施設から連絡があり、他入居者の手引き歩
行中に怪我をしたとのことである。他入居者
が手引き歩行したことに納得できない。どの
ように対応したらよいか。

  施設には事故について保険者への報告義
務があること、報告がなかった場合、保険者
から施設に連絡する旨を伝える。
　しかし、当事者家族としては、施設と余りトラ
ブルを起こしたくなく、話し合いをして、誠意が
なければ、また連絡するとのことだったが、そ
の後、相談者から連絡はなかった。

家族

　当事者は、区境に居住している。隣接区の
小規模多機能型居宅介護を利用したい。施
設からは介護保険は利用できないといわれ
た。どうすればよいか。利用の便宜を図る協
約を結べ。

　相談者に地域密着型サービスに関する利用
の要件を説明した。
　また、区内の同様な事業所にまだ空きある
ことが調査により判明したので、ケアマネ
ジャーに早急に相談することを勧めた。

家族

　グループホームの運営に不信感を抱いて
いる。当事者が判らないような形で改めさせ
てもらいたい。不信感を抱くに至ったのは、
①家族への通知･連絡が不十分である。
②冷暖房が点けっぱなしで、しかも、強い。
③利用者の体調管理が不適切である。
④共同生活のはずなのに、当事者に仕事の
分担が無い。
④家族が用意するものについて施設内で統
一されておらず、不適切である。

　保険者より事業者に話し、調整することを説
明したが、それは望まないとのことであった。
そこで、相談内容を記録し、事業者への個別・
集団指導の際の資料とすることを相談者に伝
えた。

本人

　独居の要支援１であり、入浴介助や洗濯物
の扱いについて困っているが、ケアマネ
ジャーが要望に即したサービスを入れようと
しない。

　地域包括支援センターに連絡し、要望を伝
える。ケアマネジャーによると、相談者は要望
が直ぐに変わる方でなので、適切な対応がで
きるように引き続き取り組んでいくとのことで
ある。

家族

　母は要支援２であるが、体調が悪化し、よ
り介護が必要になったので区分変更申請を
行った。ケアマネジャーに母の体調が悪く
なったことを知らせても会いにも来ない。契
約して1年くらい経つが、訪問時の対応が事
務的である。最低限必要なことだけをして帰
るという印象を受ける。ケアマネジャーとはこ
んなものか。

　ケアマネジャーの役割は、当事者の状態を
的確に判断し、状態に応じた介護サービスが
おこなわれるようにケアマネジメントすること
である。当事者の体調に変化が生じ、異なる
介護サービスへが必要との連絡を受けたの
であれば、通常は様子を見に行くのではない
かと話した。
　相談者はケアマネジャーを変更するか検討
したいとのことであった。

本人

　デイサービスに週2回行っているが、もっと
行きたい。ケアマネジャーに希望を言ったら
断られた。

　ケアマネジャーに連絡し、相談者の要望を
伝え、通所回数の増加等、対応を求める。

近隣住民

　相談者は団地内の高齢者対策を考える活
動を行なっている。その際に当事者から話を
聞いたところ、地域包括支援センターに電話
したら、｢手が足りなくて行けない」というよう
なことを言われたとのことである。

　当事者の留守番電話に伝言。地域包括支
援センターに電話し、担当者から直ちに連絡
するよう求めた。後刻、相談者から電話があ
り、必要な介護サービスが行われるようになっ
たとのことである。

【介護予防支援】

【小規模多機能型居宅介護】

【認知症対応型共同生活介護】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

本人

　退院してきたばかりで、腰痛の痛みがとれ
ず、また、検査入院を待っている状態であ
る。正式な介護認定はおりていないが、介護
サービスが必要である。当事者がそのような
状態であるにも関わらず、ケアマネジャーは
時間もわきまえず電話して来て入院した場
合のキャンセルを行おうとする。身体の心配
をしてくれるというより、自分の事務的な運び
にポイントが置かれているように感じる。ケア
マネジャーを変更できるか。

　ケアマネジャーに確認する旨を相談者に伝
えたが不要とのことである。そこで、事務手続
きを急いだのは暫定プランでサービスが先行
していた為ではないかと考えられる旨を説明
した。
　また、要支援の場合、地域包括支援セン
ターの管轄は変えられないが、ケアマネ
ジャーを委託事業者に担当してもらうことはで
きると説明したが、替えても上手くいくとは限
らないので、割り切るとのことであった。

本人

　地域包括支援センターの方の対応が事務
的すぎて温かみを感じられない。もう少し気
遣いがほしいし、笑顔で接してくれる方にお
願いしたい。別の管轄に変えられないか。

　要支援の場合の地域包括支援センターの
窓口は住所により管轄が決まっていること、た
だし担当のケアマネジャーは地域包括支援セ
ンターの職員に限定されている訳ではなく、委
託事業所の中から選ぶこともできることを説
明した。
　相談者はしばらくは頑張るが、委託事業者
への変更も検討したいとのことであった。

家族

　当事者は要支援であり、地域包括支援セ
ンターで介護サービスについて相談した。デ
イサービスを案内してくれたが、当事者には
合わないと言ったら、それ以降1ヶ月間、何も
言ってこない。ケアマネジャーを替えることは
できるのか。

　地域包括支援センターに連絡し、状況を聞く
とともに、相談内容を示す。ケアマネジャーの
変更と当事者･相談者が望むタイプのデイ
サービスについて対応を求めた。

家族

　当事者は認定調査を受け、地域包括支
援センターを通じて暫定で介護サービスを
利用している。ヘルパーの技術が低く当事
者が疲れてしまう。また、どのようなサービ
スをしたか記録が欲しいと言っても十分な
記載をしない。ヘルパーを替えてもらいた
い。

　地域包括支援センターに連絡し、状況を
確認したのち、ヘルパーの変更に関する要
望を伝える。相談者への連絡を依頼した。

本人

　毎週火曜日にヘルパーが掃除をしてくれ
ている。先週から、○万円が見当たらな
い。いつも使う財布は手つかずで、引き出
しに入れておいた財布の中から○万円が
抜き取られていた。考えると先週の火曜日
に新人を連れてやってきたヘルパーがあ
やしい。ただ証拠がないのでどこに相談し
たらよいか。

　ケアマネジャーに状況を話すとともに、警
察に相談するように助言した。

ｹｱﾏﾈｼ゙ｬー

　当事者は要支援１で一人暮らし。家族が
遠方にいる。昨年暮れに室内の手すりが
グラグラするとヘルパーから連絡があり、
その後手すりが取れ壁が崩れた。そこで、
壁の補修のあと手すりを取り付けた。とこ
ろが、当事者はヘルパーのせいだから元
にもどせと言い出した。サービス提供責任
者には裁判も辞さないとまで言っている。
このままでは堂々巡りで話しが進まない
為、費用を折半という和解案も用意してい
る。その場合に注意する点があるか聞きた
い。また当事者から保険者に相談がいくか
もしれないので情報提供しておきたい。
　当事者は地震の際に詐欺に遭い、以来
猜疑心が増しているように思う。

　損害等を含め当事者と話し合いを行う場
合には、家族も話し合いに引き込んでお話
しを進めるとともに、話し合いの内容や約束
は書面に残すこと、書面については行政書
士や弁護士に相談するように勧めた。な
お、当事者からの相談はなかった。

【介護予防訪問介護】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

本人

　ヘルパーにお金を渡し買い物を頼んだと
ころ、渡した金額より少なく記録されてし
まった。しかも翌週にやって来た別のヘル
パーに、「○○円（別の金額）渡したんじゃ
ないですか。」というような言い方をされ、
そのことにも傷ついた。初めてのサービス
でこんなことになってしまい気分が悪い。

　事業所管理者に連絡を行い、買物支援に
ついて記録の残し方を詳細に行うなど、金
銭に関してはより慎重な対応をするように
求めた。

本人

　ヘルパー派遣をお願いしていた事業所が
１月一杯で突然廃業してしまった。従業者
が足りなくなり、保険者が廃業に追いやっ
たと聞いている。とてもよいところだったの
に、何故そのようなことをしたのか聞きた
い。

　廃業に関して保険者は関わっていないこ
と、また指定訪問介護事業所の人員基準を
満たさなくなったのであれば、事業所として
継続できなくなる旨を説明した。
　なお、新しい事業所探しをケアマネジャー
に相談するように助言したが、今までのヘ
ルパー以外の人になるのならもういいと
仰った。

事業者･施
設

　通所介護事業所 の利用者で、送迎車を
利用することなく、自転車で通いたいという
方がいるが、認められるか。

　通所にあたって自転車を利用することによる
負傷や損失等は利用者に帰責することを丁
寧に説明したうえで、本人の意思を明確に示
してもらい、記録することを助言する。なお、送
迎車を利用しなくても利用料金は変わらない
旨の説明も必要であることを伝える。

本人

　通所介護事業所についての苦情。
①相談者のケース記録に、悪意に満ちた
内容の記載があった。
②常識的病名すら知らない若い職員がい
る。
③採用後1ヵ月の若い職員から受けたマッ
サージにより具合が悪くなった。その結果
３週間通院することになり、医療費が２万
円もかかってしまった。
④苦情相談窓口となっている社長へ取り
次いでもらえぬまま、別の職員から「この
件については支払わない。他のデイサー
ビスへ通ったらどうか。」と言われた。マッ
サージが売りの通所なのに、資格もないよ
うな若い人にマッサージをさせ、問題がお
きても責任を負わないような事業所は、す
ぐにやめさせてほしい。

　相談者は通所介護事業所への処分を希
望されたので、保険者として行えること及び
東京都の所管課を説明した。
　また、事業者に連絡し、契約書・通所介護
計画書・運動器機能向上計画書・介護サー
ビス記録等の提出を求め、不適切と思われ
る部分の改善を求めた。
　その後、社長が相談者宅を謝罪訪問し、
相談者が希望する熟練した柔道整復師を
当該事業所に派遣することで、和解したと
のことであった。

家族

　当事者が利用したショートステイの対応が
ひどかった。事前に尿漏れパッドの使用を依
頼したのに、使用されていなかった。また初
めての利用であったにもかかわらず、トイレ
の場所を教えてくれた程度で、他の案内はし
てくれなかった。

　事業所に苦情内容を伝えたところ、ショー
トステイ中は、尿漏れパッドを使用していた
が、退所時のみ当事者が頑なに使用を拒
否したため、使用せずに退所した。このこと
は相談者に説明済である。
　また、施設案内については、居室とトイレ
をご案内したが、その他は建物に入ってす
ぐに食堂がある程度なので取り立てて案内
する場所はないとのことであった。

本人

　ヘルパーが交代するので引継ぎの為に
待っていたが、訪問予定の時間を30分位
遅れた。また、洗髪の際にブラシを折られ
たがそのままである。非常に不快であるの
で謝罪を求めたい。

　ヘルパー事業所に連絡し、事実確認した
ところ、遅延は当事者の主張とは異なって
おり、また、ブラシの件は２年前のことで既
に謝罪、賠償など対応をしたとのことであ
る。

【介護予防通所介護】

　（９）その他

【介護予防短期入所生活介護】
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

事業者･施
設

　訪問介護中に利用者が脳梗塞になったこ
とにより利用者の親族から責任を問われて
いるが、どのように対応すればよいか。

　事業者が加入している保険により何処まで
対応されるか確認すること、保険で填補され
ない責任について検討すべきこと、また顧問
弁護士がいない場合であれば、法テラスに相
談する事を勧め、連絡先を案内した。

事業者･施
設

　通所リハビリテーションの帰りのバスの時
間が遅れてしまった為、利用者の介助を担う
ヘルパーが利用者宅で３０分程待たされてし
まった。訪問介護事業所から通所リハビリ
テーションに対して、ヘルパーの延長料金を
請求されているが、このようなことがあるもの
か知りたい。

　送迎バスの時間のずれは日常的にはあり
得ることであり、訪問介護事業所の管理者と
連絡体制の整備等再発防止策を協議するな
どし、良好な関係を築くように助言した。

その他

　アパートの住人が裸になったり、大声を出
したりして一人でおける状態ではない。もっと
ケアをしてあげてもらいたい。

　地域包括支援センターに連絡し、状況を説
明した。早急に担当を定め対応することとな
る。この旨を相談者に伝える。

家族

　祖母のデイサービスの利用料が昨年の9
月から未納になっており、事業者にまとめて
払うように言われている。父は祖母の年金の
支給日に全額払うと約束したが、この他にも
借金があり、分割にして欲しい。滞納により、
デイサービスは中止になり、父は介護の為、
退職した。

　生活福祉資金の貸付制度の利用を検討し
たが条件に該当しない場合であった。
　事業所に連絡したところ、分割して滞納分を
支払うことの可否は、本社に相談して決定す
るとのことであった。
　翌日、事業所から分割できる旨の連絡があ
り、毎月払い込みの確認をするとのことであっ
た。

事業者･施
設

グループホームの利用料等を5か月分滞納
されている方がいる。入所手続きや支払い
を行って来た姪とも連絡がとれなくなった。
小学校の教師ということで安心していた。ど
うしたらよいか。

　グループホーム入居費用の支払いについて
は、当事者と施設との契約に基づく為、滞納
に関し保険者は介入できない旨を伝えるとと
もに、弁護士へ相談をするように助言した。
　相談日より3日後、当事者の妹（姪の母）が
滞納分の支払いに見えたとの連絡があった。

事業者･施
設

　当事者は当社の不動産部が経営する賃貸
に居住している。当事者の子がお金の管理
をしていたが、訪問介護サービス利用料を
3ヶ月分滞納しており、連絡もつかなくなって
いる。デイサービス費用の支払も遅れがちに
なっている。1月6日付けで督促の文書を郵
送する。どうにかならないか。

　訪問介護サービスやデイサービスの本人負
担分の支払は、当事者と事業所との間の契
約に基づくものなので、利用者負担分の延滞
等については保険者は介入できない旨を説
明した。

本人

　地域包括支援センターのセンター長の態
度が悪い。従前の方は親身になって支援に
ついて相談に応じてくれたのに、新しい方に
は、その姿勢が見られない。他の地域包括
支援センターを利用することは出来ないの
か。

　介護予防支援に関し地域包括支援センター
は住所管轄が決まっており、変えることはでき
ない旨を説明し、納得された。
　センター長に対してお話しを匿名で伝えるこ
とを示したが、不要であるとのことであった。

本人

　介護認定が要支援から要介護に変わった
のに、介護保険外の自費負担分が変わらな
いのはどうしてか。
　ケアマネジャーは、前に嫌なことがあった
ので会いたくない。介護保険外でヘルパーを
使っているのは、ケアマネジャーに会わずに
済ますためである。

　介護保険外の費用については、保険者が決
定するものではないこと、また、ケアマネ
ジャーの変更は可能なことを説明したが、納
得されなかった。
　地域包括支援センターに確認したところ、当
事者は理解力が低下し、毎日のように対応を
求めている方とのことであった。対応の継続を
依頼した。
　当事者には、地域包括支援センターから連
絡がある旨を伝えた。

家族

　当事者は、通帳を紛失したり、お金の管理
ができない。当事者は通所介護事業所を利
用していることより、そこでお金を預けて管
理してもらうということはできないか。

　介護保険法上、通所事業所では利用者の
金銭管理は行わないことを説明する。又、当
事者の状況によっては、成年後見人制度の
利用も検討されることを勧めた
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

本人

　末期癌で一人暮らし。今は一人で何とか生
活できるが、今後病状が悪化したら、ケアマ
ネジャーにはどこまで対応してもらえるの
か。個人的に誰かに頼まなければならない
のか。要介護度もいい加減な調査で、病状
が悪化しているのに下がってしまった。

　要介護度は介護の必要性を示すものであ
り、必ずしも病状の悪化と合致するものでは
ないことを説明した。また、ケアマネジャーの
役割は介護保険のサービス調整である旨説
明したが、理解を示されず、「もういい」と電話
を切られた。
　ケアマネジャーに確認すると、当事者の体
調は悪化しているが、1ヶ月前のサービス担
当者会議では、「サービスの変更は今はい
い」と言われていた。地域連携病院で加療し
ており、入院も可能とのこと。本人の不安の解
消に努めて欲しい旨お願いした。

家族

　末期がんの兄が介護サービスを利用する
にはどうすればよいのか。

　認定申請から利用までの一連の手続きにつ
いて説明する。まず、認定申請が必要である
として窓口を説明したところ、当事者は他県に
おり、同所での介護生活を求めているとのこ
とより、住所地の介護保険課に連絡をするこ
とを求める。

本人

　背骨を骨折し、現在歩行困難な状態にあ
る。一人暮らしであるため今後の生活が心
配である。どうしたらよいか。従前地域包括
支援センターに電話をしてみたが、夜間で
あった為、電話はとられたようだが対応がな
されなかったので不信感が強い。急に具合
が悪くなったり、買い物にもいけなくなったら
どうしたらよいのか。

　介護を必要とする状況を傾聴し、まず日中
に電話による地域包括支援センターへの具体
的相談を勧めた。そして、地域包括支援セン
ターの対応が不適切な場合には再度ご連絡
いただきたい旨を伝えた。

家族

　夫の居宅介護支援事業所からアンケート
調査が来た。回答の宛先が別の所になって
いるが、どういうことなのか。

　アンケート調査の内容は、第三者評価の公
表に関わる意識調査であり、回答の送付先は
調査委託会社になっていると説明し納得され
た。当事者は介護保険の利用に拒否的でア
ンケートへの回答は困難とのことであった。

家族

　妻が自らの認知症を受容せず、薬を飲まな
い、尿の垂れ流しがある。オムツを利用させ
ようとすると怒り、投げつける。人との接触を
嫌い、デイサービスもすぐ帰って来てしまっ
た。いつも自室にこもってテレビを観ている。
知人から保険者への相談を助言された。
　また、知人から他区のグループホームなら
入居させられると言われたがどうなのか。

　当事者の認知症の受容、家族の理解が重
要であると思われたので、最寄の専門医のい
る病院の受診を勧めた。
　また、他区のグループホームの利用につい
ては、クリアしなくてはならない条件があるの
で、ケアマネジャーに相談するよう勧めた。

その他

　入院していたときに同室だった当事者を退
院してからもお世話するようになった。当事
者は膝の手術をされたが、痺れで歩けない。
アパートの2階に住んでいて、介護の人は下
まで降ろしてくれるが病院へはタクシーで一
人で行っている。来週別の病院へ行くので、
介助を手伝って欲しいと当事者より強引に言
われ困っている。

　介護サービスが必要であれば、ケアマネ
ジャーが調整するので、ヘルパーでもない相
談者としては応じる必要はない旨を説明し
た。しかし、当事者が強引で断り切れないとの
ことであった。
　そこで、当事者の氏名を確認し、居宅支援
事業所に連絡した（相談者も連絡）。その結
果、ケアマネジャーが当事者の気分を害しな
いように断りの連絡をした。
　その後状況を確認したところ、当事者は院
内介助を看護師に頼むと言っていたとのこと
である。

ケアマネ
ジャー

　相談者は独居の当事者のケアマネジャー
である。当事者が入院したが、当事者の家
族は病院との連絡などを、ケアマネジャーに
求めてくる。ケアマネジャーは何時まで利用
者や関係者間の調整を続けなくてはならな
いのか。

　契約期間については、契約書及び重要事項
説明書の記載による旨を説明する。
　また、病院が当事者の家族と直接の連絡を
求めているのであれば、その旨を当事者の家
族に示すことは問題はないと伝える。
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１　苦情・相談の事例と対応結果

申立人 相談趣旨 対応と結果

ケアマネ
ジャー

　病院を退院した一人暮らしの認知症の高
齢者が、ヘルパーに暴力をふるった。サービ
ス内容は配食の受け取りと服薬を勧めると
いうものだったが、「飽きた」と顔をなぐり、腹
を蹴り、腕をつねるなどした。後見人に連絡
し、翌日からのサービスは中止したが、どう
対応していったらよいか。また、怪しげな不
動産関係者が訪問している。

　相談者には、生活に不可欠なサービスが提
供されないという状況は避けたいと伝えるとと
もに、医療の対応が必要かも知れないので、
主治医、入院していた病院への相談を勧め
た。また、措置入院等の関係もあるので、担
当課及び警察への相談を助言した。
　一週間後、相談者より当事者が同じ病院に
再入院したとの連絡があった。

家族

　介護保険と自費で入っている訪問介護事
業所のヘルパー(サービス提供責任者の家
族）が当事者の口座から、何度もお金を引き
出している。警察には届け、ヘルパーの呼び
出し、銀行関係を調べてもらっている。他に
も同事業所を利用している人がいるので、不
正を調べて欲しい。

　介護保険課では犯罪捜査はできないが、介
護サービスの向上のための対応を行うことは
できる旨を相談者に説明した。
　まず、警察に捜査の妨害にならないかと確
認をした後、事業者に契約書・介護プラン・介
護記録等の提出を求めた。提出された書類は
ずさんで不備・漏れが多く、訪問指導に入るこ
ととした。
　訪問指導において関連するヘルパー及び
サービス提供責任者に対して、聴き取りを行
い、整備すべき書類、書き方等について指導
した。指摘した不正請求分については、後日
過誤申立依頼書の提出があった。

その他

　相談者は、当初、当事者の妹の孫と称して
窓口を訪れ、以下のような相談を行った。
　相談者が８月中旬に当事者宅に電話をし
たところ、10万円が見当たらないと聞いた。
その他にも心配なことがあった為、９月から
毎日のように当事者宅を訪問するようになっ
たが、ヘルパーが帰った後にもかかわらず、
家中散らかっている。ヘルパーの仕事への
姿勢を疑ってしまう。今日サービス提供責任
者が来て、１０月以降の訪問介護計画書を
持ってきたので、見せるように言うと、「これ
はご本人に見ていただくものです」と、とても
失礼な言い方をされた。
　また、家族が毎日来ているとサービスを受
けられなくなると言われたが本当か。

　当事者が現在受けているサービスは生活援
助のみである為、毎日訪問して身の回りの世
話をされる方がいる場合はサービスは受けら
れないことを説明した。また、サービス提供責
任者の発言については、理由を説明せずにそ
うした言い方をしたのなら不適切と言わざるを
得ないが、当初の契約時に関わらなかったご
家族が途中から登場した場合には、きちんと
した手続きを踏む必要がある旨も説明した。
　相談後認定情報を確認すると、当事者は認
知症であり保佐人を利用していることが分
かった。保佐人に連絡して相談内容を話した
ところ、保佐人の把握している親族情報の中
に相談者の名前はなかった。また、この１ヵ月
の間に当事者の預金が200万円近く引き出さ
れており気になっていたとのことであった。
　そこで緊急に虐待担当も含めた関係者が集
まり、当事者の権利擁護対策会議を開催し
た。会議の中で、ケアマネジャーが相談者か
らヘルパーを切ってほしいと言われたとの報
告があった。そのあと保佐人、ケアマネ
ジャー、地域包括支援センターの職員が当事
者宅で相談者に会い、当事者との関係を確認
したところ、親類ではないことを認めた。尚ヘ
ルパー派遣は従来どおり継続することを確認
した。

―28―
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２ その他の意見要望等

《 》内は分類

《要介護認定》

○ 介護認定を更新する際の調査では、「前回の調査のときにもお伺いしましたがまた、一からお尋ねしま

す。」と言うような補足が必要である。また、「介護の必要性を計る上で特別に考慮を必要とする事項はあ

りませんか。」とわかりやすく説明してもらいたい。

《ケアプラン》

○ 相談者はヘルパーである。ケアマネジャーが度々サービス内容や日程を変えるので困る。ヘルパーは黙っ

て対応するしかないのか。

《サービス供給量》

○ 要望として以下の点を挙げられた。①社会福祉法人で特別養護老人ホームを運営している大きな法人は、

認知症対応型通所介護の実施にも積極的に取り組んで欲しい。②認知症対応型通所介護事業所で使用

されている車椅子に転倒防止バーやヘッドレストをつけるように勧めて欲しい。

《その他制度上の問題》

○ 介護保険被保険者証に書かれている文言が、上から目線であるので改善を求めたい。

○ 第 1号被保険者の年齢を 60 歳からに下げるか、第 2 号被保険者を 20 歳からとし 16疾病以外であっても

介護を必要とする者には給付するようにして欲しい。

○ 相談者は地域包括支援センター職員である。要介護と要支援の間を行ったりきたりする方で、本人に認知

症があり、円滑なケアマネジャーとの契約が困難な場合に、契約事務を簡略化できるように要望する。

○ 支給限度額に満たない場合は、支給限度額まで介護サービスを自由に使えるようにすべきだ。

《サービス提供、保険給付》

○ ケアマネジャーがドアの暗証番号を大声で話すので、隣人に聞こえてしまった。このような配慮のないケア

マネジャーを指導してもらいたい。

○ 近所に一人暮らしのお年寄りがいる。家族は遠方にいる。要介護度が高いからと、色々なサービスを入れ

られてしまうらしい。使えるからといって入れなければいけないというものではないはずである。当事者は断

りにくい様子である。

○ ケアマネジャーの仕事が杜撰である。何事もこちらから電話しないと動かない。サービス利用票にもれがあ

っても指摘しなければそのままである。更新申請も相談者で出すようにと言う。毎月の訪問日程もケアマネ

ジャーから聞いてきたことはない。注意をしてもほんの一瞬変わるだけで、翌月からは同じ対応になってし

まう。

○ 両親は共に要介護２で二人暮らしである。（両親の）以前のケアマネジャーは仕事をきちんとしてくれなかっ

た。例えば、認定更新の管理を怠り空白期間が生じてしまった。また、福祉用具のレンタルでは、初めに金

額を言わず、買った方が安いということが後で分かったり、１月に買った物の請求が１２月に来たりした。そ

して、訪問リハビリ（看護）では、予定時間が午後２：００～３：３０（二人合わせて１時間半）であったのに、実

際は２：４５～３：３０の４５分間で済まされていた。この事業者は指摘したらすぐに直してくれたが、こんな事
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業者がいることを知ってほしい。

○ 過去のことではあるが、当事者が貸与を受けていた手すり等について、納得のいく説明なしに撤去したり、

相談をしようとしても応じてくれないケアマネジャーがいた。当事者や家族に対しても友人に話すかのよう

に「タメ口」で話し、高圧的な物言いであった。このような対応について改めてもらいたい。

○ 事業者を誹謗、非難するつもりはないが、ケアマネジャーは毎月印をもらいに来て、年寄りには分りにくい

ケアプランを持ってくるだけで、聞く耳を持っていない。ヘルパーはどういうサポートをするという前提がなく

てはいけない。介護保険制度は利用者の為というより、従事する人や役所の為にあるような気がする。

○ 相談者は入浴サービス利用者である。事業者がサービス提供時にいきなり研修生を連れて来たので、相

談者は人権侵害として、ケアマネジャーを通じて事業者に抗議したが、「契約書にある」と言われた。社長

がお詫びして大分怒りは沈下したが、サービス提供は別会社に移ることになった。預けている鍵を決めら

れた日に返還することになっていたが、約束が守られなかったために相談者の怒りが再燃した。最終的に

はケアマネジャーが地域包括支援センターを通して保険者に報告することで、納得された。

○ デイサービスの送迎車について安全確保のための規制を行ってもらいたい。また、デイサービス事業所と

ケアマネジャーの癒着がないよう規制してもらいたい。

○ 要介護４で認知症の母が利用しているデイサービスでは、母が入浴の際に、あばれてしまうので薬を飲ま

せての入浴を続けられた。服薬ではなく、もっと別の方法によるべきと思う。また、同事業所に地震時の対

応を聞いたところ、非常用の飲食類の備えはなく、自宅まで送り届けるとのことである。法律などで飲食や

宿泊の対応を求めていないとはいえ、あまりに冷たいように感じる。このような事業所があることについて

情報提供しておきたい。

○ デイサービス事業者が利用料の引落し手数料について利用者負担としているが、それについて説明され

ていない。

○ 相談者は、ケアマネジャーである。ショートステイから夜間の職員が少ない時間帯について当事者の見守

りを依頼された。不適切と考え断ったが、施設運営のあり方として問題であると思うので報告する。

○ 両親が特定施設に入居しているが、母が出血した時の対応が不手際であったことにより、母は、認知症状

が進行、父の糖尿病についての管理を誤ったことにより、父は、低栄養で寝たきりになってしまった。施設

にはクレームを訴え、最終的には医療訴訟になると思うが、こんな施設があるということを認識しておいて

欲しい。

○ 毎週火曜日にヘルパーから掃除援助を受けている。先週から、43,000 円が見当たらない。いつも使う財布

は手つかずで、桐の引き出しの一番上に入れておいた財布の中から 43,000 円が抜き取られていた。お金

を抜き取る機会を考えると先週の火曜日に新人を連れてやってきたヘルパーがあやしい。ただ証拠がな

いのでどこに相談したらよいか。

《その他》

○ 介護保険料が高い。年金受給者にとって本当に使えるかどうかわからないような制度でこんな負担では生

活が送れない。どうにかしてもらいたい。

○ ヘルパーが交代するので引継ぎのため待っていたが、訪問予定の時間を 30 分位遅れてやって来た。また、

洗髪の際にブラシを折られたがそのままである。非常に不快であるので謝罪を求めたい。

○ 家から遠いのでケアマネジャーの事業所を変更したい。ただ、直接断りにくいので、保険者から連絡してほ

しい。

○ 近所の家に介護保険でマッサージ師（訪問リハビリ？）が来ていた。贅沢すぎる。今日の広報にも介護保

険計画のことが載っていたが、結構動き回っている人や同居家族がいる人も介護保険を使っている。医療

制度もおかしい。高齢者にばかり財源を使うべきではない。歯止めをかけて欲しい。
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「従事者の態度」、「管理者等の対応」に関する苦情・相談の割合が高い。
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表の各項目に含まれる介護保険サービス事業((☆）についた事業以外は、介護予防サービスを含む）

「居宅支援」 ： 居宅介護支援

「訪問介護等」 ： 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導

「通所」 ： 通所介護、通所リハビリテーション

「短期入所」 ： 短期入所生活介護、短期入所療養介護

「特定施設」 ： 特定施設入居者生活介護

「福祉用具･住宅改修」 ： 福祉用具貸与、特定福祉用具販売、居宅介護住宅改修費

「入所関連」 ： 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設

「地域密着」 ： 夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護(☆）、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護(☆）

※ 平成19～23年度の「サービス提供・保険給付」に関する苦情･相談をサービス事業別に分類。各年度と

も 「居宅支援」関連及び「訪問介護等」関連のサービスに関する苦情・相談が多い。
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Ⅲ 事 故 報 告

※ 掲載されている図・表の数値は、少数点第２位を調整しているため、「合計」が一致しない

場合があります。



サービス種類 ケガ 骨折 誤嚥
薬の
誤投与

感染症
疥癬

個人情報
の
紛失・漏洩

その他 合計

訪問介護 2 3 0 0 0 1 7 13

訪問入浴介護 1 0 0 0 0 0 0 1

訪問看護 2 0 0 0 0 0 0 2

通所介護 11 5 0 1 2 1 14 34

通所ﾘﾊﾋ゙ﾘﾃー ｼｮﾝ 0 0 0 0 1 0 0 1

短期入所生活介護 11 17 0 4 0 0 8 40

短期入所療養介護 1 6 0 0 0 0 0 7

特定施設入居者生活介護 65 86 2 15 9 0 29 206

介護老人福祉施設 14 76 2 11 2 0 10 115

介護老人保健施設 9 19 1 0 1 0 1 31

介護療養型医療施設 0 1 0 0 0 0 0 1

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0 1 1

認知症対応型通所介護 1 4 0 0 0 0 0 5

１　事故報告受付状況　(平成23年度）
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認知症対応型通所介護 1 4 0 0 0 0 0 5

小規模多機能型居宅介護 1 0 0 2 0 0 0 3

認知症対応型共同生活介護 9 12 0 2 2 0 6 31

合  計 127 229 5 35 17 2 76 491

ケガ

25.9%

骨折

46.6%誤嚥

1.0%

薬の

誤投与

7.1%

感染症

疥癬

3.5%

個人情報の

紛失・漏洩

0.4%

その他

15.5%
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２　介護事故内容の経年推移(平成18～23年度）

３　介護事故発生施設の経年推移(平成18～23年度）

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

骨折 229件

骨折 200件

骨折 177件

骨折 152件

骨折 100件

ケガ 127件

ケガ 116件

ケガ 99件

ケガ 81件

ケガ 78件

ケガ 42件

17

17

15

10

感染症・疥癬

19

薬の誤投与

35件

20

13

8

18

13

5

8

6

6

6

5

個人情報の紛失･漏洩 2件

8

6

8

9

10

その他 76件

その他 60件

その他

38件

その他

38件

その他 57件

その他

30件

骨折 164件

感染症･疥癬
薬の誤投与

誤嚥

個人情報の紛失・漏洩

感染症･疥癬

※ 介護事故の内容としては、転倒等によるけがや骨折が多い。なお、「その他」の事故としては、例えば施設からの

無断外出（行方不明）などがある。

(219件)

(303件)

(346件)

(354件)

(429件)

(491件)

感染症･疥癬

薬の誤投与

誤嚥

個人情報の紛失・漏洩

感染症･疥癬

誤嚥

感染症･疥癬

誤嚥

個人情報の紛失・漏洩

14

３　介護事故発生施設の経年推移(平成18～23年度）

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

居宅介護支援 1件

居宅介護支援 4件

居宅介護支援 4件

訪問

16

訪問

17

13

訪問

17

訪問

14

訪問

15

通所

35件

通所

34件

通所

27件

通所

27件

通所

26件

通所

17

短期入所

47件

短期入所

44件

短期入所

25件

16

短期入所

50件

18

特定施設入居者生活介護

206件

特定施設入居者生活介護

174件

特定施設入居者生活介護

148件

特定施設入居者生活介護

102件

特定施設入居者

生活介護 81件

特定施設入居者

生活介護 68件

介護老人福祉施設

115件

介護老人福祉施設

108件

介護老人福祉施設

108件

介護老人福祉施設

99件

介護老人福祉施設

127件

介護老人福祉施設

57件

31件

16

15

15

21件

26件

介護療養型医療施設 1件

介護療養型医療施設 2件
介護療養型医療施設 2件

地域密着

40件

地域密着

37件

17

21件

19

14

福祉用具 2件

地域密着

介護老人保健施設

介護療養型医療施設 2件

介護老人保健施設

居宅介護支援 2件

介護老人保健施設

地域密着

地域密着

居宅介護支援 4件

短期入所

(491件)

(429件)

(354件)

(303件)

(346件)

(219件)

※ 指標中に含まれる介護保険サービス事業 (平成18年度以降は、(☆)のついた事業以外は、介護予防サービスを含む）

「訪問」 ： 訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導

「通所」 ： 通所介護、通所リハビリテーション

「短期入所」 ： 短期入所生活介護、短期入所療養介護

「福祉用具」 ： 福祉用具貸与、特定福祉用具販売、居宅介護住宅改修費

「地域密着」 ： 夜間対応型訪問介護 (☆）、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護 、

地域密着型特定施設入居者生活介護 (☆)、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 (☆)
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４　報告事例　（事故報告書より抜粋、掲載）　

【　ケガ　】

【サービスの種類】　　　　　　　【 介護老人福祉施設    　【利用者】　　　85歳　　　要介護5     

事 故 内 容
朝食介助後、車椅子より前方床下に頭のめりになり、床下へ頭から転倒。右眉上に約
2.5ｃｍの裂傷あり。

事 故 原 因
複数の利用者を同時に食事介助をするため、本人をテーブルから離して介助を行って
いた。当事者への介助終了後、テーブルに戻さずそのまま介護職員が離席したことに
よる。

事故防止の
ための改善策

当事者には車椅子乗車時に前のめりに転落する危険性があった。危険性を常に意識
し、介護職員が離席する際には、必ずテーブルの前に移す基本を徹底する。

【サービスの種類】　　　　　　　【短期入所生活介護　　　【利用者】　　 79歳　　　要介護2 　       

事 故 内 容
大きな音が聞こえ訪室すると、居室内のタンスの前で倒れ、頭部と右前腕の広範囲に
裂傷あり。

事 故 原 因 トイレの場所が分からず探していた際に転倒。

事故防止の
ための改善策

自宅とトイレの方向が異なっていたため、ベッドの位置を変え降りる方向の確認を行う。
離床センサーを設置する。

【サービスの種類】　　　　　　　【　特定施設入居者生活介護　　【利用者】　　　90歳　　　要介護１

事 故 内 容 ナースコールで訪室すると、便器前に座り込み、左側頭部より多量の出血あり。

事 故 原 因
歩行不安定で室内外は車椅子を使用したり、室内では伝い歩きをしていた。ナースコー
ルの使用を遠慮しがちで、車椅子のブレーキをかけずに立ったり座ったりされることが
多い。

事故防止の
ための改善策

車椅子のフットレストをはずし、居室内を動きやすくした。可動式のテーブルのキャス
ターをはずし固定した。目に付くところにナースコール使用を促す張り紙をした。定期巡
回の継続。

【　骨折　】

【サービスの種類】　　　　　　　【　特定施設入居者生活介護　　　【利用者】　　 92歳　　　要介護5　　　　　　　　　　　

事 故 内 容
3階リビングからドンと言う音と「助けて」の声がし、駆けつけると、ソファーの前で仰向け
の状態で倒れているところを発見。左側頭部、左股関節部に痛みの訴えあり。左大腿
部頚部骨折。

事 故 原 因
一時期終末期対応想定の状態から急激に改善し、車椅子で自走する行動も見られる
ほどであったにもかかわらず、状態変化に対応したケアプラン変更がなされていなかっ
た。

事故防止の
ための改善策

状態変化を的確に把握し、ケアプランに反映させる流れを再確認する。「この人は歩か
ない人」という思い込みを払拭し、朝夕の申し送りやミーティング等により共通認識とす
る。
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【サービスの種類】　　　　　　　【介護老人福祉施設 　　【利用者】　　86歳　　　要介護5　　　

事 故 内 容
脱衣所で車椅子にて入浴を待っていただく合間に、他ご利用者の介助に入った際に立
ち上がり、足を滑らせて手すりに顔面を強打。右鼻腔からと鼻上部裂傷からの出血あ
り。

事 故 原 因
頻回に立ち上がるご当事者であるが、メロディセンサーは未設置でフットレストも上がっ
ていなかった。入浴待ちの場所が不適切であったことと、介助者が離れてしまったこと。

事故防止の
ための改善策

当事者の生活状況別に対応策を検討。【臥床時】パズルマット、衝撃緩和マットを設置。
【離床時】ソファーへ案内、メロディセンサー設置。【食事時】配膳が済んでから車椅子
へ。【入浴時】職員が付いていられる順番、最初か最後で徹底する。

【サービスの種類】　　　　　　　【通所介護　　【利用者】　　79歳　　　要介護3

事 故 内 容
初回の入浴で当事者の拒否があり、担当者が入浴は厳しいと判断し、デイルームに戻
ろうとした時、廊下が水に濡れていて介助者とともに足を滑らせ尻から転倒し、鼻骨骨
折。

事 故 原 因
入浴担当者が、廊下が濡れていたことに気づかず誘導してしまった。また、廊下の電気
が消えていたことも、濡れに気づかなかった要因として考えられる。

事故防止の
ための改善策

浴室前の電灯を明るくし、床の濡れ等に気づきやすくした。廊下が濡れないように、入
浴介助者のスリッパを中用・外用に分け、濡れたままで浴室外に出ないようにした。

【　誤嚥　】

【サービスの種類】　　　　　　　【介護老人福祉施設 　　【利用者】　  85歳　　　要介護4　　　　　　

事 故 内 容
昼食前の水分補給時、トロミを足した麦茶を提供後、頭を後ろに仰け反った状態で目を
上に向け意識消失とチアノーゼ状態となる。即時に吸引し意識回復後受診。

事 故 原 因
当事者は、排便後などに血圧低下による意識レベル低下が度々ある。今回も、血圧低
下による半覚醒状態で水分補給を実施したのが原因と想定される。

事故防止の
ための改善策

覚醒状態を確認し、覚醒した後に水分補給を行う。車椅子乗車時の姿勢の確認。トロミ
の粘度が強すぎないか確認。

【サービスの種類】　　　　　　　【介護老人福祉施設　　【利用者】　  95　　要介護2　　　

事 故 内 容
施設で外食に出かけた際の出来事。握り寿司を食べていた当事者が、急に咳き込み
タッピング等の対応を行い帰園した後、看護師による吸引を行ったところタコが出てき
た。

事 故 原 因
外出時の準備、当日の体制等について不十分であった。当事者がいつもより早く食べ
ていたが、特に注意を払わなかった。

事故防止の
ための改善策

「外出マニュアル」の作成及び職員・利用者への周知徹底に取り組む。
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【　薬の誤与薬　】

【サービスの種類】　　　　　　　【特定施設入居者生活介護　　【利用者】　　92歳　　　要介護1　　　　

事 故 内 容 他入居者の睡眠前薬を投与してしまった。

事 故 原 因
介護中に他入居者からのナースコールによりあせりが生じ、薬袋の名前の確認を怠っ
た。

事故防止の
ための改善策

マニュアルを遵守し、薬袋の名前を確認する。

【サービスの種類】　　　　　　　【介護老人福祉施設　　【利用者】　　　84歳　　要介護3　　　

事 故 内 容 朝食準備中に前日夕食時に朝薬を服用したことに気付く。

事 故 原 因 服薬時の確認を怠った。

事故防止の
ための改善策

毎回ダブルチェックを行う。

【サービスの種類】　　　　　　　【特定施設入居者生活介護　　【利用者】　　93歳　　要介護3　　　　

事 故 内 容 食後、薬を本人に手渡し服用いただく際に、薬が唇にあたり床に落下。

事 故 原 因
本人の手の平に薬をのせ飲んでもらっていたところ、勢いよく口に運ばれたため落下し
てしまった。

事故防止の
ための改善策

薬杯を使って飲んでいただく。職員が最後まで飲み込みを確認する。

【　感染症　】

【サービスの種類】　　　　　　　【特定施設入居者生活介護　　【利用者】　　82歳　　要支援1　      

事 故 内 容
主より夜間に下痢と嘔吐をしたとの自己申告あり。他入居者11名にも同様の症状が
あったとの報告あり。

事 故 原 因 厨房施設内トイレからノロウィルス菌検出。食事提供の業務委託従業者の感染による。

事故防止の
ための改善策

保健所による衛生講習の実施、感染症マニュアルに基づき、手洗いの励行と室内消毒
の徹底。
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【サービスの種類】　　　　　　　【認知症対応型共同生活介護　　【利用者】　　78歳　　要介護2　　　　

事 故 内 容 夜間に39度の発熱あり、翌日受診しインフルエンザと診断される。

事 故 原 因 不明。

事故防止の
ための改善策

手洗い、うがいの徹底。ユニット内に隔離状態として、感染を防ぐ。

【サービスの種類】　　　　　　　【　特定施設入居者生活介護　　【利用者】　　81歳　　要介護1　　　　

事 故 内 容
１カ月前から３７度後半の発熱があり、倦怠感も強く臥床気味の生活を送っていた。定
期受診を早めてかかりつけ医を受診し、両肺重症肺炎、結核の可能性もありと診断さ
れ入院。その後の検査で濃厚感染が確認される。

事 故 原 因 いつから感染されていたのか不明。施設内で、他に発症された方は見当たらず。

事故防止の
ための改善策

高齢者の方の発熱に対し、常に感染症を念頭に対処する。保健所の指示に従い今後２
年間の接触者検診を実施し、再発を防止する。

【　個人情報の紛失・漏洩　】

【サービスの種類】　　　　　　　【通所介護　　　【利用者】　　　利用者26名分　　　

事 故 内 容
送迎車の運転手が、送迎終了後徒歩でデイに帰所する途中、送迎表を紛失。送迎表を
拾った方が介護保険課に持参された。

事 故 原 因
送迎表をポケットに入れていたが、紛失したことに気づかず、その後のチェック体制も
不十分であった。

事故防止の
ための改善策

①運転手の意識改革、教育の徹底　②送迎表をバインダーに入れて持ち運ぶ　③当日
の送迎表の回収状況を二重チェック　④１ヵ月後に再確認の上担当者がシュレッダー
処理　⑤送迎表のイニシャル化を検討

【　その他　】

【サービスの種類】　　　　　　　【介護老人福祉施設　　　【利用者】　　　91歳　　　要介護3　　　

事 故 内 容 朝方、施設玄関付近にいる本人が目撃された以降行方不明となる。

事 故 原 因
職員の見守りが行き届かなかったことと、とＧＰＳの電源がＯＦＦになっていたために、
初期段階で見つけることができなかった。
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事故防止の
ための改善策

電源ＯＦＦになりにくいＧＰＳ端末に変更し、見守り体制の見直しを行った。

【サービスの種類】　　　　　　　【訪問介護　　　【利用者】　　68歳　　　要介護５　　　　　

事 故 内 容
 清拭介助中、フェイスタオルの端が気管（スピーチカニューレ）に引っかかり抜けてし
まった。

事 故 原 因 気管切開部付近の清拭時、タオルんお端がスピーチカニューレに引っかかる。

事故防止の
ための改善策

事業所内で気管切開されている方の清拭方法を再検討のうえ、実技研修を実施。ま
た、事前のアセスメントの重要性を再確認した。

【サービスの種類】　　　　　　　【認知症対応型共同生活介護　　　【利用者】　　87歳　　　要介護2　　　　　　

事 故 内 容 入歯洗浄剤を１錠食べてしまう。

事 故 原 因 食べるということを予測せず、入居者の前に置いてしまった。

事故防止の
ための改善策

ホーム内で予測される事故について再検討する。口に入れて危険なものについて、目
線からはずす。

【サービスの種類】　　　　　　　【短期入所生活介護　　　【利用者】　　96歳　　　要介護4　

事 故 内 容
夜間帯、外した補聴器を居室内に置いていたところ、見当たらなくなってしまった。その
後、他利用者のベッドの下から、バラバラになった状態で発見された。

事 故 原 因
就寝時に外した補聴器は職員が預かり、ケアステーションにて保管することになってい
たが、預かり忘れ・チェック忘れのため居室に置きっぱなしになっていた。

事故防止の
ための改善策

決められたチェックを確実に行い、漏れのないようにする。

41
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介護保険事業者における事故発生時の報告取扱要領

平成１６年４月５日

１ ６ 杉 並 第 １ ２ ９ ３ 号

改正 平成１７年４月５日杉並第８３８号 平成１８年２月２０日杉並第８２５０４号

平成１８年９月２０日杉並第４３２４８号 平成１９年５月２９日杉並第１５７７４号

平成２１年７月７日杉並第２０８１２号 平成２２年３月１８日杉並第６６１７１号

平成２３年４月２８日杉並第６４５２号 平成２４年６月２８日杉並第１７９０７号

（通則）

第１条 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく｢指定居宅サービス等の事業の人員､

設備及び運営に関する基準｣（平成１１年厚生省令第３７号）第３７条（第４３条､第５４

条､第５８条､第７４条､第８３条､第９１条､第１０５条､第１０９条､第１１９条､第１４

０条､第１４０条の３２､第１５５条､第１９２条､第１９２条の１２､第２０５条､第２０

６条､及び第２１６条において準用する場合を含む。）､「指定地域密着型サービスの事業の

人員､設備及び運営に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３４号）第３条の３８､（第

１８条､第６１条､第８８条､第１０８条､第１２９条及び第１８２条において準用する場合

を含む。）及び第１５５条､｢指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準｣（平

成１１年厚生省令第３８号）第２７条（第３０条において準用する場合を含む。）､｢指定介

護老人福祉施設の人員､設備及び運営に関する基準」（平成１１年厚生省令第３９号）第３

５条､｢介護老人保健施設の人員､施設及び設備並びに運営に関する基準｣（平成１１年厚

生省令第４０号）第３６条､｢指定介護療養型医療施設の人員､設備及び運営に関する基

準｣（平成１１年厚生省令第４１号）第３４条､「指定介護予防サービス等の事業の人員､

設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法

に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３５号）第３５条（第４５条､第５５条､第６１

条､第７４条､第８４条､第９３条､第１０７条､第１１５条､第１２３条､第１４２条､第

１８５条､第１９５条､第２４５条､第２６２条､第２７６条､第２８０条及び第２８９条に

おいて準用する場合を含む。）､「指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員､設備及

び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方

法に関する基準」（平成１８年厚生労働省令第３６号）第３７条（第６４条及び第８５条に

おいて準用する場合を含む。）､並びに｢指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準｣（平成１８年

厚生労働省令第３７号）第２６条（第３２条において準用する場合を含む。）の規定による

事故が発生した場合の杉並区への報告は､この要領に定めるところによるものとする。

（目的）

第２条 この要領は、介護保険サービスの提供により事故が発生した場合に、速やかに居宅

介護支援事業者、居宅サービス事業者及び施設サービス事業者（以下「事業者」という。）

から杉並区へ報告が行われることにより、賠償を含む事故の速やかな解決及び再発防止に

役立てることを目的とする。

（事故の範囲）

第３条 報告すべき事故の範囲は、事業者の責任の有無にかかわらず、介護サービスの提供

に伴い発生した事故とし、次の各号に該当するものとする。

一 原因等が次のいずれかに該当する場合

（１）身体不自由又は認知症等に起因するもの
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（２）施設の設備等に起因するもの

（３）感染症、食中毒又は疥癬の発生

感染症とは「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成１０

年法律第１１４号）に定めるものとする。

（４）地震等の自然災害、火災又は交通事故

（５）職員、利用者又は第三者の故意又は過失による行為及びそれらが疑われる場合。

（６）原因を特定できない場合。

二 次のいずれかに該当する被害又は影響を生じた場合

（１）利用者が死亡、けが等、身体的又は精神的被害を受けた場合

（２）利用者が経済的損失を受けた場合

（３）利用者が加害者となった場合

（４）その他、事業所のサービス提供等に重大な支障を伴う場合

２ 次の各号のいずれかに該当する場合は、前項に該当する場合を含め、報告を要しないも

のとする。

一 利用者が身体的被害を受けた場合において、医療機関を受診することなく、軽微な治

療のみで対応した場合

二 利用者が身体的被害を受けて医療機関を受診又は入院した場合において、診察又は検

査のみで、治療を伴わない場合

三 その他、被害又は影響がきわめて微少な場合

３ 前２項にかかわらず､本区より報告を求められた場合は報告を要するものとする。

（報告事項）

第４条 報告は、事業者が事故報告書第一報（第１号様式。以下「第一報」という。）及び事

故報告書最終報告（第２号様式。以下「最終報告」という。）により、次に掲げる事項につ

いて行うものとする。ただし、本状に定める報告事項が明記されている書式であれば、代

替を認めるものとする。

（１）報告年月日

（２）事業者名、事業者番号、所在地、管理者名、サービス種類、報告者氏名及び電話番号

（３）利用者の氏名、住所、被保険者番号、性別、年齢、要介護度及び電話番号

（４）事故の概要

（ア）発生日時

（イ）発生場所

（ウ）事故種別

（エ）概要

（オ）原因

（５）事故発生時の対応

（ア）関係機関（警察・病院等）及び関係機関所在地

（イ）対応（治療等）の概要

（ウ）利用者の状況

（エ）家族・居宅介護支援事業者等への連絡状況

（オ）その他

（６）事故後の状況

（ア）利用者の現状

（イ）再発防止への取り組み

（ウ）損害賠償等の状況

（エ）その他
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（報告対象者等）

第５条 事故報告は、事故に関係する介護サービス利用者が、杉並区の被保険者である場合

及び事業者・施設所在地が杉並区内の場合とする。

（報告の手順）

第６条 報告書の提出は、第４条第１号から第５号については第一報により速やかに行うも

のとし、同条第６号については事故処理が済み次第、最終報告により遅滞なく行うものと

する。

（１）事業者は、事故発生後速やかに家族に連絡するとともに、保健福祉部介護保険課（以

下「介護保険課」という。）に第一報を提出する。ただし、緊急性が高い場合は、電話

で報告した後、速やかに第一報を提出するものとする。

（２）事業者は、事故処理が長期化する場合には介護保険課に対し、適宜、途中経過を報告

し、区切りがついた時点で最終報告を提出するものとする。

（３）事業者は、区の求めに応じて介護計画及びサービス記録等の関係書類を添付するもの

とする。

（４）事業者は、事故報告を提出した後、状況等に変化が生じたときは速やかに事故報告を

再提出しなければならない。

（報告後の対応）

第７条 区は、報告を受けた場合は、事故に係る状況を把握するとともに、保険者として必

要な対応を行うものとする。

２ 区は、必要に応じて、他の区市町村や東京都及び東京都国民健康保険団体連合会と連携

を図るものとする。

（委任）

第８条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この要領は、平成１６年４月１日から適用する。

附 則（平成１７年４月５日杉並第８３８号）

この要領は、平成１７年４月１日から適用する。

附 則（平成１８年２月２０日杉並第８２５０４号）

この要領は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年９月２０日杉並第４３２４８号）

この要領は、平成１８年４月１日から適用する。

附 則（平成１９年５月２９日杉並第１５７７４号）

この要領は、平成１９年４月１日から適用する。

附 則（平成２１年７月７日杉並第２０８１２号）

この要領は、平成２１年４月１日から適用する。

附 則（平成２２年３月１８日杉並第６６１７１号）

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則（平成２３年４月２８日杉並第６４５２号）

この要領は、平成２３年５月１日から施行する。

附 則（平成２４年６月２８日杉並第１７９０７号）

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。
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参考資料 １

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に定められた対象感染症
一類感染症

エボラ出血熱

クリミア・コンゴ出血熱

痘そう（天然痘）

南米出血熱

ペスト
マールブルグ病

ラッサ熱

二類感染症

急性灰白髄炎（ポリオ）

結核

ジフテリア

重症急性呼吸器症候群（病原体がコロナウイルス属

SARS コロナウイルスであるものに限る）

鳥インフルエンザ（H5N1）

三類感染症

コレラ

細菌性赤痢

腸管出血性大腸菌感染症

腸チフス

パラチフス

四類感染症

E 型肝炎

ウエストナイル熱
A型肝炎

エキノコックス症

黄熱

オウム病

オムスク出血熱

回帰熱
キャサヌル森林病

Q熱

狂犬病

コクシジオイデス症

サル痘

腎症候性出血熱

西部ウマ脳炎

ダニ媒介脳炎

炭疽

つつが虫病

デング熱
東部ウマ脳炎

鳥インフルエンザ（鳥インフルエンザ(H5N1)を除く。）

ニパウイルス感染症

日本紅斑熱

日本脳炎

ハンタウイルス肺症候群

B ウイルス病

鼻疸

ブルセラ症

ベネズエラウマ脳炎

ヘンドラウイルス感染症
発しんチフス

ボツリヌス症

マラリア

野兎病

ライム病

リッサウイルス感染症

リフトバレー熱

類鼻疸

レジオネラ症

レプトスピラ症
ロッキー山紅斑熱

五類感染症

（全数把握）

アメーバ赤痢

ウイルス性肝炎（E型肝炎及びA型肝炎を除く）

急性脳炎（ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎、ダニ媒

介性脳炎、東部ウマ脳炎、日本脳炎、ベネズエラウマ

脳炎及びリフトバレー熱を除く）

クリプトスポリジウム症

クロイツフェルト・ヤコブ病

劇症型溶血性レンサ球菌感染症

後天性免疫不全症候群

ジアルジア症

髄膜炎菌性髄膜炎

先天性風しん症候群

梅毒

破傷風

バンコマイシン耐性黄色ブドウ球菌感染症

バンコマイシン耐性腸球菌感染症

風しん
麻しん

（定点把握）

RSウイルス感染症

咽頭結膜熱

A群溶血性レンサ球菌咽頭炎

感染性胃腸炎
水痘

手足口病

伝染性紅斑

突発性発しん

百日咳

ヘルパンギーナ

流行性耳下腺炎

インフルエンザ（鳥インフルエンザ及び新型インフルエ

ンザ等感染症を除く）

急性出血性結膜炎

流行性角結膜炎
性器クラミジア感染症

性器ヘルペスウイルス感染症

尖圭コンジローマ

淋菌性感染症

クラミジア肺炎（オウム病を除く）

細菌性髄膜炎（髄膜炎菌性髄膜炎は除く）

ペニシリン耐性肺炎球菌感染症

マイコプラズマ肺炎

無菌性髄膜炎

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症

薬剤耐性緑膿菌感染症

新型インフルエンザ等感染症

指定感染症

新感染症
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参考資料 2

（１）五類感染症（定点把握）事故報告要件

五類感染症（定点把握）に分類される感染症の内、下記の感染症についてのみ、以下の要件が全

てあてはまる場合に報告してください。

感染症名 症状・人数 備 考

感染性胃腸炎 急に発症する嘔吐または下痢（服薬

等明らかに他の原因によるものを

除く）の症状を訴えるものが通常に

比べて多い場合

「通常に比べて多い場合」とは、症状

を訴える者がでた日から 5日以内に、
同様の症状を訴える者が他に 2名以上
（計 3名以上）に達した場合をいう。

インフルエンザ

（鳥インフルエ

ンザ及び新型イ

ンフルエンザ等

感染症を除く）

医師による確定診断があり、同一施

設において、1週間以内に概ね 10
人以上発症した場合

「確定診断」とは、診断した医師の判

断により、症状や所見から当疾患が疑

われ、かつ、病原体診断（ウイルスの

分離や遺伝子の検出、あるいは迅速診

断キットを含む抗原の直接的検出）や

血清学診断によって当該疾患と診断さ

れたものをいう。

※ 上記以外の五類感染症（定点把握）の事故報告は必要ありません。

（２）新型インフルエンザ患者に関する事故報告

感染症名 症状・人数 備 考

新型インフルエ

ンザ等感染症

（１）入所者、利用者、職員等にお

いて、インフルエンザ様症状を有す

る者の発生後７日以内に、その者を

含め 10名以上の患者が集団発生し
た場合

（２）発症者の人数を問わず、公衆

衛生対策上必要である場合

「公衆衛生対策上必要である場合」と

は、「短時間で明らかに感染が広がって

いる場合」「重症な患者が出ている場

合」等があげられる。

上記(1)(2)の事故報告対象施設及び対象サービス

介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・短期入所生活介護・短期入所療

養介護・特定施設入居者生活介護・認知症対応型共同生活介護・小規模多機能型居宅介護・地

域密着型特定施設入居者生活介護・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護・介護予防小

規模多機能型居宅介護・介護予防認知症対応型共同生活介護・介護予防特定施設入居者生活介

護・介護予防短期入所生活介護・介護予防短期入所療養介護



第１号様式(第４条関係）

　

報告者 事業者名 管理者名

事業者番号 サービス種類

報告書作成者　　氏名：

フリガナ

氏名

住所 電話番号

性別 年齢 　　　　歳 要介護度

発生日時

発生場所

事故種別

原因

関係機関所在地

氏　　名
利用者との
関　　　　係

連絡日時 電話番号

居 宅 介 護
事業者名

ケアマネジャー
氏　　　　　　名

支援事業者
連絡日時 電話番号

※ 必要に応じ、現場見取り図を添付すること。

※ 他に資料がある場合は添付すること。

杉並区保健福祉部介護保険課長あて

電話番号

第　一　報

事故
発生時
の対応

連絡状況

家族

関係機関（警察・病院等）

対応（治療等）の概要

事 故 報 告 書

報告年月日　　平成　　年　　月　　日

事故の
概　要

利用者

平成　　　年　　　月　　　日　　　　午前　・　午後　　　時　　　分　

１．ケガ　　　　２．骨折　　　　３．死亡　　　　４．その他（　　　　　　　　　　　　　）

事業者所在地

男　・　女

被保険者番号

利用者の状況

概要
（経緯）

　　月　　日午前・午後　　時　　分

　　月　　日午前・午後　　時　　分
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第２号様式（第４条関係）

　

報告者 事業者名 管理者名

事業者番号 サービス種類

報告書作成者　　氏名：

第一報報告日　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

フリガナ

氏名

備考

※　 他に資料がある場合は添付すること。

最　終　報　告

事 故 報 告 書

報告年月日　　平成　　 年　 　月　　 日

利用者

事業者所在地

被保険者番号

電話番号

損害賠償等の状況

事故
対応後
の状況

利用者の現状

再発防止への取り組み

杉並区保健福祉部介護保険課長あて
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介護保険サービスにかかる事故発生時の杉並区への連絡について

〇 事故発生時の連絡先

杉並区保健福祉部介護保険課相談調整担当

〒166-8570

杉並区阿佐谷南１－１５－１

電話 ０３（３３１２）２１１１ 内線 １３３７・１３３８

※ 個人情報保護の観点から、事故報告書の提出は、郵送または直接送達ください。

緊急性の高いものは、電話により報告のうえ、報告書を提出ください。



平成２４年度（平成２３年度実績）杉並区における介護保

険にかかる苦情・相談のまとめ（ 相談白書 ）

平成２４年１０月発行

編集・発行 杉並区保健福祉部介護保険課

〒166-8570 杉並区阿佐谷南一丁目１５番１号
電話 （０３）３３１２－２１１１（代）

杉並区のホームページでご覧になれます。

http://www.city.suginami.tokyo.jp

登録印刷物番号

２４－００６０
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